
平成29年度（当初）

計 上 の 主 な も の

青 森 県



総 務 部 県庁舎耐震・長寿

命化改修事業費

4,007,121 耐震強度が不足しているとともに老朽化が進

行している県庁舎（南棟・東棟・議会棟）の耐

震・長寿命化改修工事等を行うのに要する経費

継続費設定分 3,869,515

全 体 計 画 平成27年度～30年度

全体事業費 8,640,782

単年度事業分 137,606

移転、再配置等

大規模施設等長期

保全計画策定事業

費

48,841 県有施設の長寿命化を図るため、大規模施設

等の長期保全計画を策定するのに要する経費

私立学校助成費 4,727,802

⑴ 私立学校経

常費補助

3,818,447 補助金交付先 学校法人等

補助単価（園児・生徒一人当たり）

中学校 320,800円

高等学校 328,413円

幼稚園

学校法人 182,653円

学校法人以外 69,289円

専修学校及び各種学校

学校法人 28,230円

学校法人以外 12,767円

⑵ 私立学校教

職員退職金財

団経営安定化

促進事業費補

助

46,400 私立学校教職員退職金財団の経営安定化の取

組みを促すため、財団が加入学校法人の負担金

軽減や財務基盤の強化等を実施するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額

計 上 の 主 な も の

（単位：千円）
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⑶ 私立幼稚園
等特別支援教
育費補助

65,072 心身障害児教育を行う幼稚園等の運営費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１２、県
１
２又は県

10
10）

補 助 単 価 園児一人当たり784,000円

（ただし、対象者が一人

の幼稚園は392,000円）

⑷ 特色教育支
援経費補助

132,880 教育相談体制の整備、預かり保育事業等、私

立学校における特色ある教育の推進に要する経

費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１２、県
１
２）

⑸ 私立学校外
国語指導助手
招致事業費補
助

11,846 私立学校における外国語教育の充実と地域の

国際交流の取組みを推進するため、学校法人が

外国語指導助手を招致するのに要する経費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 ２
３

⑹ 私立学校耐
震化促進事業
費補助

86,591 私立学校の耐震化を促進するため、学校法人

が耐震改修等を実施するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
６（ほかに国

１
３又は

１
２）

⑺ 認定こども
園耐震化促進
事業費補助

220,112 学校法人が運営する認定こども園の耐震改築

等を実施するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国

１
２）

⑻ 認定こども
園整備費補助

310,848 幼保連携型認定こども園の幼稚園又は保育所

型認定こども園の幼稚園機能部分等の整備に要

する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国

１
２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

― 2―



⑼ 認定こども
園防犯対策整
備費補助

900 幼稚園型認定こども園における防犯対策の強
化を図るための防犯カメラ等の設置に要する経
費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２（国
１
２）

⑽ 認定こども
園等園務改善
ＩＣＴ化促進
事業費補助

（新規）

19,500 幼稚園型認定こども園等における業務の効率
化を図るための園務改善システム等の導入に要
する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人
補 助 率 ３

４（国
３
４）

⑾ その他 15,206 私立学校振興活動費補助 1,100
幼児教育緊急環境整備費補助 13,306
私立幼稚園等研修事業費補助（新規） 800

私立高等学校等就
学支援関連事業費

2,264,735

⑴ 私立高等学
校等就学支援
金交付金

1,858,283 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校
等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経
費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等
交 付 率 定額（国1010）
交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 24,750円

年収250万～350万円未満程度の世帯 19,800円

年収350万～590万円未満程度の世帯 14,850円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑵ 私立高等学
校等就学支援
費補助

157,022 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学
校等就学支援金交付金の差額部分のうち、一定
額を軽減するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人等
補助対象及び補助単価

補 助 対 象 補助単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 4,950円

年収250万～350万円未満程度の世帯 2,470円

家計急変世帯 7,420～29,700円

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

― 3―

237
-1
2.5



⑶ 私立高等学
校等学び直し
への支援金交
付金

1,664 中途退学した生徒が私立高校等で学び直す場
合に、就学支援金の支給期間経過後も授業料を
軽減するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等
交 付 率 定額（国1010）
交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 24,750円

年収250万～350万円未満程度の世帯 19,800円

年収350万～590万円未満程度の世帯 14,850円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑷ 奨学のため
の給付金事業
費

242,896 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減
するため、私立高校等の生徒に対し奨学のため
の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収250万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

52,600円（通信制52,600円）

第１子の高校生等がいる世帯

84,000円（通信制38,100円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

138,000円（通信制38,100円）

⑸ 私立学校被
災幼児生徒授
業料等減免補
助

4,870 震災に起因する事情により、納付が困難となっ

た幼児・生徒の授業料等を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国1010）

私立中学校経済的
支援実証事業費補
助 （新規）

20,400 家庭の教育費負担の軽減と効果的な経済的支

援に関する検討を行うため、私立中学校の生徒

に係る授業料を軽減するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国1010）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助対象及び補助単価

補 助 対 象 補助単価（年額）

年収400万円未満程度の世帯 100,000円

あおもりキャンパ

スＬＩＦＥ魅力再

発見推進事業費

6,719 高校卒業生の県内定着及び道南地域の生徒の

本県への進学を促進するため、大学等の情報及

び学生生活の魅力等を発信するのに要する経費

私立高校生震災復

興・創生支援活動

費補助 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,200 東日本大震災の被災地の復興を推進するとと

もに、私立高校生の社会貢献活動に関する意識

の涵養等を図るため、私立高校生が復興に関す

る活動に取り組むのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 400

あおもりふるさと

寄附金拡充事業費

3,513 ふるさと納税制度を積極的に活用し、歳入確

保と本県のＰＲ強化を図るため、本県への寄附

者に対し、県産品を贈呈するのに要する経費

人口減少社会に対

応する市町村行政

経営推進事業費

（新規）

6,039 市町村において人口減少に対応した持続可能

な行政サービスの提供を図るため、行政改革や

広域連携等の推進に向けた作業部会を開催する

とともに、市町村の税収確保や徴収率向上に向

けた取組みへの支援を行うのに要する経費

総 務 部

警 察 本 部

自動車保有関係手

続のワンストップ

サービスシステム

導入事業費

75,855 自動車保有に係る検査登録、車庫証明、納税

等の各種行政手続を電子的に一括で行うため、

全国で共同利用するシステム及び庁内関係シス

テムの構築等に要する経費

◦税務電算システム改修費 34,687

◦ＯＳＳ都道府県税協議会負担金 6,358

◦警察電算システム構築費 15,821

◦ＯＳＳ推進警察協議会負担金 18,989

選 挙 管 理

委 員 会

青森県の未来を担

う主権者育成事業

費

4,877 若年層の政治・選挙意識の向上を図るため、

高校生を対象とした模擬議会や小・中学生を対

象とした模擬投票等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部 東京オリンピック･
パラリンピックレ
ガシー創出推進事
業費 （新規）

14,795 東京オリンピック・パラリンピック開催効果
の獲得に向けて、ウェブサイト等を活用したＰ
Ｒ活動、事前キャンプ誘致を目指す市町村の取
組みに対する支援及び県内外とのネットワーク
構築等を行うのに要する経費

まち・ひと・しご
と創生オールあお
もり連携促進事業
費

21,938 人口減少克服に向けた気運醸成を図るため、
県内大学等との連携による青森県総合戦略の推
進に資する取組み、首都圏大学との連携、テレ
ビＣＭ等を活用した県民向けプロモーション活
動等を実施するのに要する経費

屋内スケート場整

備促進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,483,900 屋内スケート場の整備に要する経費

◦屋内スケート場整備促進事業費補助

1,483,124

補助金交付先 八戸市

補 助 率 定額

◦県推進事業費 776

世界に向けた「青

森ブランド」発信

事業費

7,752 本県の「生業」と「生活」が一体となって生

み出す価値の総体としての「青森ブランド」を

確立し、県内外への普及促進を図るため、成果

発表会を開催するとともに、ウェブサイトを活

用した情報発信等を行うのに要する経費

国内航空ネットワー

ク充実強化緊急事

業費 （新規）

29,340 国内航空路線の維持・充実を図るため、既存

路線の知名度向上や冬季・乗継利用促進のため

のＰＲなど、県内空港の利用促進を行うのに要

する経費

むつ湾内航路多言

語情報発信事業費

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

2,160 外国人観光客のむつ湾内航路を利用した県内

の周遊を促進するため、むつ湾内航路を活用し

たモデルコース等を紹介する外国語パンフレッ

トを作成するのに要する経費

地域公共交通再編･

利用促進事業費

（新規）

7,954 持続可能な交通ネットワークの構築を図るた

め、地域公共交通再編実施計画を策定するとと

もに、県民の地域公共交通の適切な利用を促す

取組みを支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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人口減少時代の市

町村内交通網形成

促進事業費

1,885 持続可能な交通ネットワークの構築に向けた

市町村の主体的な取組みを促すため、公共交通

政策等に関する講演会を開催するとともに、市

町村の地域公共交通網形成計画策定を支援する

のに要する経費

地域間幹線バス系

統確保維持費補助

190,556 地域住民の日常生活に欠くことのできないバ

ス路線の運行維持に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、南部バス㈱、

十和田観光電鉄㈱、下北

交通㈱、ジェイアールバ

ス東北㈱

補 助 率 １
２（ほかに国

１
２）

生活交通バス車両

緊急整備事業費補

助

（電源三法交付金

活用事業）

29,810 路線バスのバリアフリー化及び運行効率化等

を進めるための低床車両購入費に係る減価償却

費及び金融費用に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、南部バス㈱

補 助 率 定額、１２（ほかに国
１
２）

北海道新幹線建設

対策費

1,114,031 北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 1,113,482

工事対策費 549

つながる県民もっ

と拡大事業費

3,103 交流人口の増加及び地域資源を活用した生業

づくりを促進するため、首都圏に在住する本県

出身者等との交流を目的としたウェブサイトを

充実させるとともに、ネットワークを活かした

交流会や生業づくりの実践を行うのに要する経

費

移住促進総合事業

費

50,517 本県への移住を促進するため、首都圏等の人

材が移住・定住に至るまでの段階に応じた施策

を官民連携により総合的に展開するのに要する

経費

◦住んでよしの青森県！移住促進プロジェク

ト事業費 46,798

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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事業内容 マスコミと連携した首都圏
キャンペーンの実施、専門
雑誌への記事掲載等による
情報発信、地域の移住者受
入協議会の支援、移住者受
入促進民活モデルの構築、
移住・交流プロデューサー
の発掘・育成等

◦首都圏窓口機能強化事業費 3,719
事業内容 青森暮らしサポートセンター

への相談員の配置

地域創生グローバ
ル人財推進事業費

（新規）

2,769 グローバル社会に対応できる人材を養成する
ための三沢市と連携したセミナー及び高校生・
大学生の県内定着に向けたセミナーの開催に要
する経費

「奥入瀬サミット」
ネットワーク活用
事業費

6,895 女性リーダーの育成及びネットワークの強化
を図るため、「奥入瀬サミット」を開催すると
ともに、参加者自らが企画運営するセミナーや
交流会を開催するのに要する経費

次世代の人づくり
スタートアップ事
業費 （新規）

3,663 平成19年度に策定した「あおもりを愛する人
づくり戦略」に替わる新たな人づくり戦略の策
定及び今後の人材育成に向けた全県的な気運醸
成を図るための記念フォーラム等の実施に要す
る経費

未来の地域づくり
支援総合プロジェ
クト事業費（新規）

15,011 人口減少下における持続可能な地域の創出を
図るため、地域デザインの形成に向けた研究会、
地域住民の主体的な地域活動の支援、県・市町
村職員の政策形成能力の向上を図る研修を実施
するとともに、地域の課題解決に向け外部人材
を獲得・活用するモデル的取組みを支援するの
に要する経費
◦地域デザイン形成推進事業費 5,307
◦地域の未来づくりサポート事業費 3,282
◦課題解決型外部人財獲得モデル事業費

6,422

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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未来を変える元気

事業費補助

300,000 地域の資源及び特性を活かした地域づくり等

を推進するため、市町村が自発的・主体的に実

施する事業及び市町村の総合戦略に基づく事業

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率

通 常 事 業 ２
３、

１
２、

１
３（財政力

により区分）

総合戦略推進事業 ２
３

補 助 限 度 額

通 常 事 業 5,000

総合戦略推進事業

１ 年 目 10,000

２ ～ ３ 年 目 10, 000（複数の市町

村で実施するもの）

5,000（上記以外）

地域総合整備資金

貸付金 （新規）

2,500,000 活力と魅力ある地域づくりを推進するため、

地域振興に資する民間事業活動等の支援に必要

な資金を（一財）地域総合整備財団と協力して供給

するための貸付金

貸付利率 無利子

貸付期間 15年以内（うち据置期間５年

以内）

戦略的広報コミュ

ニケーション構築

事業費

6,565 県外における本県の認知度向上を図り、地域

を越えた人材交流を促進するため、動画を活用

したオンデマンド型の広報を実施するのに要す

る経費

モバイルワーク推

進実証事業費

18,309 ＩＴ機器を活用した行政サービスの向上と効

率化を図るため、農業分野においてモデル的に

モバイルワークの実証実験を実施するとともに、

他分野での活用に向けた検討等を実施するのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりの明日を
ひらくＩＣＴ利活
用促進事業費

（新規）

10,394 ＩＣＴと公共データの活用促進により県民生
活の利便性向上を図るため、障害者や高齢者に
対しＩＣＴ利活用を支援するための人材を育成
するとともに、ＩＣＴフェア、オープンデータ
利活用に向けたアプリ開発講座、市町村のクラ
ウド環境構築支援等を行うのに要する経費

自治体情報セキュ
リティ強化対策事
業費

168,301 平成29年７月から国及び地方公共団体間にお
いて「社会保障・税番号」を活用したオンライ
ンの情報連携が全国的に実施されることを見据
え、庁内情報システム強靱性向上に係るシステ
ム及び青森県自治体情報セキュリティクラウド
の運用・保守を行うのに要する経費

統計調査体制強化
システム構築事業
費 （新規）

4,924 統計調査員の安定的な確保を図るため、学生
を統計調査員として活用するシステム構築に向
けた弘前大学・弘前市等との協働によるモデル
的取組みを実施するのに要する経費

青い森鉄道の新た
なユーザー獲得事
業費 （新規）

7,979 青い森鉄道線の利用促進を図るため、沿線地
域と連携したワークショップの開催等により魅
力ある旅行商品を開発するとともに、沿線の魅
力を情報発信するのに要する経費

鉄道施設事業費
（鉄道施設事業特
別会計）

5,346,908
一般会計
から特別
会計への
繰出金
245,856

青い森鉄道線の整備、保守管理に要する経費
◦鉄道施設管理費 4,812,962
◦公債費 533,946

「北海道・北東北
の縄文遺跡群」世
界遺産登録プロジェ
クト事業費

71,815 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東
北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向け、世界
遺産登録推薦書案の作成、国際的合意形成の促
進、縄文情報の戦略的なＰＲによる気運醸成や
知名度の向上、縄文をテーマにした芸術面での
発信力の強化を行うのに要する経費
◦ＪＯＭＯＮ世界遺産登録ステップアップ事
業費 23,867

◦ＪＯＭＯＮムーブメント拡大推進事業費
47,948

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部
健康福祉部

社会保障・税番号
制度関連事業費

90,233 「社会保障・税番号制度」の適正な運用を図
るため、運営体制を充実させるとともに、庁内
共通の基盤となるシステムの運用及び庁内関係
システムの改修等に要する経費
◦社会保障・税番号制度運営事業費 8,263
◦特定個人情報保護評価制度運営事業費

1,022
◦統合宛名システム運用等事業費 57,850
◦中間サーバー運用等事業費 7,140
◦庁内関係システム改修費 16,579

環境生活部 消費者行政対策費 132,431 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活
センターの運営、機能強化及び市町村の消費生
活相談窓口の充実等に要する経費
◦消費生活センター費 68,918
◦消費者行政推進事業費 21,078
◦消費者行政推進事業費補助 42,435

補助金交付先 市町村
補 助 率 10

10（国
10
10）

多重債務者対策費 84,546 多重債務問題に係る相談体制の強化とセーフ
ティネット貸付の充実・強化を図るため、青森
県多重債務者対策協議会等を開催するとともに、
消費者信用生活協同組合が行う県内の多重債務
者に対する貸付事業を県全域で円滑に実施する
ために市町村が行う預託を支援するのに要する
経費
◦多重債務者対策事業費 196
◦多重債務者対策資金貸付金 84,350

預託実施期間 平成24年度～33年度
預 託 金 額 市町村が前年度の貸付

実績に応じて消費者信
用生活協同組合から要
請された額の１２に相当
する額

自転車事故防止緊
急対策事業費

1,273 県内高校生の自転車による交通事故防止を図
るため、自転車適正利用のハンドブックを作成･
配布し、普及啓発するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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高齢者の安全・安

心促進事業費

（新規）

5,066 高齢者の交通事故と消費者トラブルの防止を

図るため、出前講座を開催するとともに、教材

を作成・配付し、普及啓発するのに要する経費

あおもり共助社会

づくり基盤整備事

業費

4,505 ＮＰＯ等による自主的・自立的な社会貢献活

動を促進するため、情報発信能力のブラッシュ

アップ講座、資金獲得手法等に関する事例報告

会、専門知識を持つ企業人及びシニアの社会貢

献活動への参加意欲を高めるための研修会等を

開催するのに要する経費

安全・安心地域活

動活性化事業費

（新規）

2,395 自主防犯活動の活性化により犯罪が発生しに

くい地域づくりを推進するため、町内会等によ

る地域の環境づくりの手引書を作成するととも

に、市町村職員向け研修会及び県民向けセミ

ナーを開催するのに要する経費

高校生ファッショ

ンチャレンジ事業

費 （新規）

12,551 本県の人材育成、産業振興及び地域活性化を

図るため、第17回全国高等学校ファッションデ

ザイン選手権大会（ファッション甲子園）の開

催を支援するのに要する経費

文化芸術による創

造のまちづくり推

進事業費

7,494 文化芸術を活かした地域づくりの普及・推進

と文化芸術を志す人材育成のため、「アートプ

ロジェクト」の普及と気運醸成等を図るラウン

ドテーブル及び報告会を開催するとともに、首

都圏の芸術大学等との連携による「アートスクー

ル」を開催するのに要する経費

県史編さん資料保

存活用事業費

（新規）

11,373 これまでの県史編さんにおいて収集した史資

料の活用を図るため、デジタルアーカイブを構

築するのに要する経費

命を大切にする心

を育む県民運動推

進会議・フォーラ

ム開催事業費

1,902 次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他

人への思いやりを持ち、たくましく生きていけ

るよう、県民一体となり、命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及び

フォーラムの開催等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子ども・若者育成
支援推進費

7,020 ニート、ひきこもり、不登校など、困難を抱
える子ども・若者を官民連携の地域ネットワー
クにより総合的に支援するため、官民が参画す
る子ども・若者支援地区連絡会議や県民向けフォー
ラムの開催、子ども・若者育成支援推進計画の
改定等に要する経費
◦子ども・若者育成支援推進事業費 199
◦子ども・若者地域総合支援推進事業費（新
規） 5,736

◦子ども・若者育成支援推進計画改定事業費
（新規） 1,085

女性活躍推進事業
費 （新規）

6,922 企業における女性活躍を推進するため、「青
森県女性活躍推進協議会（仮称）」を設置し、
関係機関の連携協力体制を構築するとともに、
男性の家事・育児参画の促進に向け、長時間労
働の是正や育児休業を取得しやすい職場づくり
のためのイクボスガイドの作成・配付等を行う
のに要する経費

地球温暖化対策関
連経費

23,360 青森県地球温暖化対策推進計画に掲げる低炭
素社会づくりに向けた重点プロジェクトの推進
に要する経費

⑴ 青森県地球
温暖化対策推
進計画見直し
検討経費

3,765 温室効果ガスの排出削減等による低炭素社会
を実現するため、平成32年度までを計画期間と
する青森県地球温暖化対策推進計画を見直すの
に要する経費

⑵ 温室効果ガ
ス排出量調査
費

2,236 青森県地球温暖化対策推進計画の進行管理の
ための温室効果ガス排出量調査に要する経費

⑶ 中小事業者
省エネ対策・
コスト削減強
化プロジェク
ト事業費

（新規）

6,231 中小事業者の省エネ対策を促進するため、経
営者層を対象とした省エネ設備導入手法等の省
エネ情報説明会及び実地見学会の開催、事業者
に対する省エネ診断の実施やアフターフォロー
のための専門家派遣、省エネ設備導入に当たっ
ての補助金等支援制度の活用のサポート等を行
うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ あおもりス
マートムーブ
推進事業費

（新規）

4,676 交通における二酸化炭素排出量の削減に向け
た取組みであるスマートムーブを推進するため、
道の駅等におけるエコドライブシミュレーター
等を活用したスマートムーブ体験、公共交通機
関への広告掲載、スマートムーブ通勤拡大に向
けたスマートムーブ通勤月間の設定等を行うの
に要する経費

⑸ 地球にやさ
しい暮らしか
た普及推進事
業費

6,452 県民及び事業者の環境配慮行動を促進し、民
生部門におけるCO2排出量の削減を図るため、
エコキャラバンによる普及啓発、エコな取組等
の見える化、エコ商店街モデルの形成、エコ事
業所・エコショップの認定・表彰等を行うのに
要する経費

環境教育推進事業
費

6,694 県民の環境意識を高め、地域で多様な主体が
協働して環境教育を推進する仕組みを構築する
ため、環境教育専門員による出前講座の開催、
地域資源を活用した体験型環境教育プランのモ
デル実施、大学等との連携による人材育成等を
行うのに要する経費
◦環境出前講座実施事業費 1,694
◦環境教育促進強化事業費（新規） 5,000

ごみゼロあおもり･
３Ｒ推進事業費

17,667 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を
図るための県民運動を推進するとともに、全国
下位からの早期脱却に向け、テレビＣＭ等によ
るキャンペーンの強力展開、小学生の協力によ
る家庭での雑紙資源回収チャレンジ、市町村に
おけるごみ処理の見える化・最適化の推進に向
けた支援等を行うのに要する経費
◦ごみゼロあおもり普及啓発事業費 3,239
◦３Ｒ推進機能ステップアップ事業費（新規）

14,428

生ごみ減量実践促
進事業費

7,623 家庭から排出される生ごみの減量化を図るた
め、食品ロスの削減や生ごみの水切り徹底など
の取組みを普及啓発するとともに、食品循環資
源の再生利用に向けた調査研究、セミナー等を
実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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建設系廃棄物適正
処理緊急対策事業
費

6,784 建設系廃棄物の不法投棄等を防止するため、
関係団体と連携・協力して適正処理推進に向け
た行動指針を策定するとともに、普及啓発、重
点パトロール、ドローンを活用した監視体制の
強化等に取り組むのに要する経費

ＰＣＢ期限内処理
促進事業費（新規）

10,520 ＰＣＢ廃棄物の処理期限内における適正処理
を促進するため、テレビＣＭ等によって潜在す
る未処理ＰＣＢ廃棄物の適正処理を促すほか、
ＰＣＢ廃棄物保管業者への立入りや個別相談会
の開催等を行うのに要する経費

県外産業廃棄物等
適正処理推進事業
費

9,206 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議
等に関する条例に基づき、県外から搬入される
産業廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の
保全を図るため、搬入事前協議、監視・指導等
を実施するのに要する経費
◦県外産業廃棄物等事前協議事業費 2,646
◦悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

5,151
◦排出事業者適正処理指導事業費 1,409

県境不法投棄対策
事業費

239,078 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における
産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策、排出
事業者の責任追及、汚染地下水の浄化等に要す
る経費
◦環境再生対策事業費 1,613
◦排出事業者責任追及事業費 345
◦汚染拡散防止対策事業費 201,470
◦環境モニタリング調査費 35,650

県境不法投棄現場
周辺対策事業費

923
債務負担
行為設定
額
3,000,000

⑴ 県境不法投
棄現場跡地再
生事業費

923 環境再生計画に基づき、現場跡地に植林した
苗木の管理・育成を行うとともに、現場見学会
を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 風評被害対
策給付金（債
務負担行為）

債務負担
行為設定
額
3,000,000

県境不法投棄事案に係る特定支障除去等事業
の実施に伴う風評により経済的損失を受けた場
合に、県が当該被害の範囲内で損失を補てんす
るための給付金

浄化槽整備費補助 34,637 市町村が行う浄化槽設置整備事業に要する経
費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

６
補 助 限 度 額 市町村の補助基準額の１６

又は国庫補助基準額の１６
相当の定額のいずれか低
い額

小川原湖流域水環
境改善促進事業費

（新規）

1,817 小川原湖の水環境改善の必要性を啓発するた
め、行政、事業者、流域住民等の意識醸成に向
けた水環境フェアの開催や、各種イベントでの
啓発パネル展示を行うのに要する経費

世界自然遺産白神
山地関連事業費

35,807 世界自然遺産白神山地の価値と保全の必要性
を改めて周知するとともに、豊富な資源を活か
した誘客促進や生業づくりを推進するのに要す
る経費

⑴ 白神山地「選
ばれる世界遺
産」プロジェ
クト事業費
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

30,607 白神山地周辺地域の自律的発展と活性化を図
るため、体験プログラムの充実や外国人観光客
の受入体制の整備を支援するとともに、白神の
資源を活用した暮らしや産業の提案に向けた支
援や子どもたちに白神山地の価値を伝える仕組
みづくりに取り組むのに要する経費

⑵ 白神岳魅力
向上発信事業
費 （新規）

5,200 白神岳の魅力向上による白神山地周辺地域の
誘客を促進するため、大雨により崩落し立入禁
止となっている白神岳登山道「二股コース」を
再整備するのに要する経費

「自然も人も健や
か」自然公園活用
促進事業費

2,997 自然公園の環境保全と健康増進を目的とした
活用を促進するため、県民の気運醸成のための
フォーラム及び自然公園におけるウォーキング
イベントを開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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自然活用・体験促
進ガイド人財育成
事業費 （新規）

5,777 自然公園の保健・休養機能を活かした利用や
県民の自然観察・体験機会の拡大を図るため、
自然体験の健康増進効果等を伝えるガイド及び
県内各地で活動できる自然体験ボランティアガ
イドを育成する研修会等を開催するのに要する
経費

あおもり野生動物
対策事業費（新規）

26,924 人と野生動物が共生できる環境づくりに向け
て、ニホンジカ、ツキノワグマ及び下北半島の
ニホンザルの管理体制の強化を図るため、関係
機関との連携強化、生息数調査の実施、捕獲技
術の確立、狩猟者の育成等を行うのに要する経
費

健康福祉部 保健・医療・福祉
包括ケアシステム
関連経費

4,973

⑴ あおもり地
域保健･医療･
福祉総合推進
事業費

471 県民が生涯にわたり地域において安心して生
活できるよう、保健・医療・福祉包括ケアシス
テムの構築及び運営体制の充実・強化を図るの
に要する経費

⑵ 保健･医療･
福祉包括ケア
システム･ネッ
トワーク構築
支援事業費

4,502 予防を重視した包括ケアシステムの充実を図
るため、地域診断を踏まえた市町村長及び市町
村保健師等との懇談会や保健活動研修会、多職
種連携を促進する地域別研修会を開催するのに
要する経費
◦多職種ごちゃまぜ研修会開催事業費 3,678
◦県推進事業費 824

多機関の協働によ
る包括的支援体制
構築モデル事業費

（新規）

14,548 福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえた包括
的な福祉サービスの提供体制の確立を図るため、
モデル圏域において複合的な課題を抱える者等
に対する包括的な相談支援体制を整備するのに
要する経費

社会福祉法人によ
る多様な福祉サー
ビス提供体制構築
支援事業費

20,983 福祉ニーズの多様化・複雑化に対応できる福
祉サービスの提供と社会福祉法人の経営基盤の
強化を図るため、社会福祉法人の経営状況や職
場環境の改善に向けた研修等を実施するととも
に、経営体制の強化等に向けた取組みを支援す
るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦社会福祉法人経営労務管理改善支援事業費
補助 18,800
・経営労務管理改善分 13,800

補助金交付先 社会福祉法人
補 助 率 定額
補 助 限 度 額 460

・複数法人協働研修等分 5,000
補助金交付先 社会福祉法人等
補 助 率 定額
補 助 限 度 額 5,000

◦県推進事業費 2,183

生活困窮者自立支
援法関連経費

158,608 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化
を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援、
住居確保給付金の支給、生活福祉資金貸付等の
支援を行うのに要する経費
◦生活困窮者自立支援事業費 56,611
◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費（再掲）

14,900
◦生活困窮者家計相談支援事業費 972
◦生活福祉資金貸付費補助 15,455
◦要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付
費補助 3,552

◦日常生活自立支援事業費補助 67,118
※補助金交付先は県社会福祉協議会、補助率
は1010（国

１
２、県

１
２）

介護福祉士修学資
金等貸付事業費補
助

14,164 国が掲げる「介護離職ゼロ」の実現に向けた
対策の強化に呼応した介護福祉士修学資金等貸
付事業の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会
補 助 率 １

10（ほかに国
９
10）

補助対象経費 介護福祉士等養成施設の
入学者であって、将来県
内で介護福祉士等として
勤務しようとする者に対
する修学資金等の貸付原
資及び事務費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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災害時医療・福祉

提供体制整備事業

費

6,978 大規模災害時における傷病者、高齢者、障害

者等への対応に向けた体制整備に要する経費

⑴ 災害福祉広

域支援ネット

ワーク構築事

業費

1,825 大規模災害時における要配慮者への支援体制

の構築を図るため、災害福祉支援チーム（ＤＣ

ＡＴ）関係機関等による協議会やチーム員の養

成研修等の開催に要する経費

⑵ 災害医療コー

ディネート体

制強化事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

4,095 大規模災害時における災害医療体制の強化を

図るため、災害医療コーディネーターや保健所

職員を対象とした実践研修等の実施に要する経

費

⑶ 災害派遣精

神医療チーム

活動資機材整

備等事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

1,058 大規模災害時における精神疾患を有する被災

者への支援体制の強化を図るため、災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）を資質向上研修へ派

遣するとともに、支援活動に必要となる資機材

を整備するのに要する経費

海外慰霊巡拝事業

費補助 （新規）

1,008 （公社）県遺族連合会が実施する海外慰霊巡拝事

業に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公社）県遺族連合会

補 助 率 定額

がん対策重点推進

事業費

171,334

⑴ がんとの共

生のためのが

ん患者活動支

援事業費

1,790 がんに関する正しい理解を進め、避けられる

がんを避け、がんと共に生きる社会を醸成する

ため、がん体験者をがん患者等の支援やがん教

育の推進など社会的役割を担うピアサポーター

として養成するとともに、がんとの共生を周知

するためのセミナーを開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ がん診療連
携拠点病院機
能強化事業費
（電源三法交
付金活用事業）

56,000 がん診療連携拠点病院に求められる相談支援、
地域医療機関に対する研修及び院内の人材養成
等の実施に対する支援等に要する経費
◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助

36,000
補助金交付先 八戸市立市民病院、十

和田市立中央病院、三
沢市立三沢病院、むつ
総合病院

補 助 率 定額
◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費負担
金（再掲） 20,000
負担金交付先 県立中央病院

⑶ がん情報提
供システム運
営事業費

5,094 がんに関する正しい知識を広く県民に情報発
信するためのがん情報、がん相談等に関するデー
タベースの運営に要する経費

⑷ 全国がん登
録推進事業費

8,812 平成28年１月から開始された全国がん登録の
実施等に要する経費

⑸ がん登録デー
タの活用によ
るがん検診精
度管理モデル
事業費

7,928 市町村のがん検診の精度向上とがん検診受診
率の向上を図るため、地域がん登録データを活
用した分析・助言や精度管理研修等を実施する
のに要する経費

⑹ 市町村がん
検診受診率アッ
プ推進事業費
補助

32,500 がんの早期発見・早期治療を推進するため、
がん検診受診率向上対策を行う市町村における
がん検診の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２

⑺ 大腸がん検
診モデル事業
費 （新規）

55,970 本県のがん死亡率を特に押し上げている大腸

がんに係るがん検診受診率の向上を図るため、

未受診者に対する受診勧奨体制の構築に向けた

取組みを実践するとともに、ハイリスク者に係

るリスク検証を行うための内視鏡検査を実施す

るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑻ がん予防の
ための中南地
域健やか力向
上事業費

（新規）

3,240 がん検診受診率や若者の健やか力の向上を図
るため、モデル市町村においてソーシャルマー
ケティングを活用したがん検診の効果的な受診
勧奨手法の習得や普及啓発の実践・評価を行う
とともに、小中学生を対象とした無煙世代育成
教室の開催等を行うのに要する経費

肝炎特別対策事業
費

335,550

⑴ 肝炎治療医
療費助成事業
費

314,968 肝炎治療の推進により肝がんへの進行を予防
するため、インターフェロン・インターフェロ
ンフリー・核酸アナログ製剤治療を必要とする
Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者に対する医療費
の一部を助成するのに要する経費

⑵ 肝炎検査関
連経費

9,325 肝炎ウイルス感染者や肝炎患者の早期発見・
早期治療による重症化を予防するため、検査を
実施するとともに、検査費用の一部を助成する
のに要する経費
◦緊急肝炎検査事業費 3,763
◦肝炎ウイルス検査陽性者初回精密検査費助
成事業費 448

◦職域肝炎ウイルス検査費助成事業費 1,224
◦肝炎ウイルス陽性者定期検査費助成事業費

3,890

⑶ 肝疾患診療
連携拠点病院
事業費補助

11,257 肝疾患診療連携拠点病院が実施する肝疾患相
談センターの運営や専門医療機関等との協議会
の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘前大学医学部附属病院
補 助 率 10

10（国
１
２、県

１
２）

糖尿病対策関連事
業費

12,867

⑴ 運動ＤＥ糖
尿病シャット
アウト事業費

（新規）

3,056 糖尿病の発症予防を図るため、特定保健指導

の積極的支援の終了者を対象に運動型健康増進

施設を活用することで、運動習慣の定着促進を

図るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 糖尿病重症
化予防事業費

6,400 糖尿病の重症化予防を図るため、受診勧奨・
重症化予防プログラムの検討を進めるとともに、
観光資源と宿泊施設を活用した保健指導プログ
ラムモデルを作成・実践し、効果検証を行うの
に要する経費

⑶ 血糖自己管
理応援事業費

3,411 適切な血糖コントロールによる糖尿病の重症
化予防を図るため、糖尿病患者に対して血糖自
己測定器を活用した血糖値の見える化と食事内
容等の記録に基づく栄養指導を行うとともに、
データを集積・分析するのに要する経費

あおもり型健康経
営スタートアップ
事業費 （新規）

5,830 企業が健康管理を経営的視点から考え、戦略
的に実践する健康経営の取組みを推進するため、
健康経営を目指す事業所の支援に向け創設する
認証制度を活用した職域における健康づくり体
制の構築を図るのに要する経費

あおもりアグリヘ
ルスアップ事業費

（新規）

6,410 第一次産業従事者の健康づくりを推進するた
め、農協や漁協が組合員を対象に健康づくりを
実践するのに要する経費に対する支援を行うと
ともに、普及啓発を図るためのセミナーを開催
するのに要する経費
◦アグリヘルスアップ事業費補助 6,000

補助金交付先 市町村、農協、漁協
補 助 率 定額
補 助 限 度 額 1,000

◦県推進事業費 410

親子のむし歯予防
と無煙世代育成事
業費 （新規）

2,581 生活習慣病の発症予防と重症化予防を図るた
め、むし歯保有率の低下に向けたフッ化物歯面
塗布の促進を図るとともに、禁煙見守りカード
を活用した妊産婦及び同居者の禁煙に向けた環
境づくりを推進するのに要する経費

歯と口の健康づく
り推進事業費

11,745 ライフステージに応じた歯と口の健康づくり
を推進するため、口腔保健支援センターを運営
するとともに、８０２０運動、歯周病等予防キャ
ンペーン及び幼稚園・保育所等への訪問指導等
を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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医師確保対策関連
経費

448,602
債務負担
行為設定
額
27,000

⑴ 自治医科大

学運営費特別

分担金

131,200 本県出身医師を養成し、へき地医療を確保す

るための自治医科大学の運営に要する経費に対

する分担金

⑵ 医師修学資
金貸付金

29,646
債務負担
行為設定
額
27,000

本県出身の医学生で、将来、県内の病院・診

療所等に医師として勤務しようとする者に対し

修学資金を貸与するのに要する経費

貸与対象人員 16人（うち新規分は県外

大学進学者３人）

⑶ 弘前大学医

学部入学生特

別対策事業費

補助

（電源三法交

付金活用事業）

97,721 弘前大学医学部入学生に対する修学資金等の

貸与に要する経費に対する補助

補助金交付先 県国民健康保険団体連合

会

補 助 率 １
２（ほかに市町村

１
２）

ただし、当面の間は３４（ほ

かに市町村１４）

⑷ 地域医療支

援センター事

業費

99,021 地域医療支援センターにおいて、地域医療に

従事する医師のキャリア形成支援、医師に対す

る求人・就職等の情報発信や相談対応による医

師確保の促進等を行うのに要する経費

◦地域医療支援センター設置運営事業費

67,097

◦医師臨床研修対策推進事業費 7,800

◦医師確保ネットワーク事業費 1,843

◦へき地医療支援機構運営事業費 333

◦地域医療志向医師の早期育成・県内定着促

進事業費 19,298

◦若手医師のキャリアデザインサポート事業

費 2,650

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 地域で活躍
する良医育成
推進事業費

85,000 地域医療構想の実現に向け、弘前大学医学部
附属病院にへき地等地域医療、周産期医療及び
障害児医療を志す医師を確保・育成するための
研究開発等を行う寄附講座を設置するとともに、
県南地域の周産期医療体制や津軽地域の救急医
療提供体制の確保に向けた取組みを支援するの
に要する経費
◦地域医療推進事業費 60,000
◦周産期専門医確保対策事業費補助 10,000

補助金交付先 八戸市立市民病院
補 助 率 定額

◦救急医療提供体制確保対策事業費補助（新
規） 15,000
補助金交付先 市町村
補 助 率 定額

⑹ 医療勤務環
境改善支援セ
ンター運営事
業費

3,698 勤務環境改善に取り組む医療機関に対して総
合的・専門的な支援を行う医療勤務環境改善支
援センターの運営に要する経費

⑺ 若手・ＵＩ
Ｊターン医師
県内定着特別
対策事業費

2,316 医師不足の解消や地域偏在等の改善を図るた
め、地域医療支援を志向する若手医師やＵＩＪ
ターン医師を県職員採用する仕組みを構築し、
キャリア形成を支援するとともに、修学資金貸
与医師の県内定着に向けたフォローアップを行
うのに要する経費

看護職員資格取得
特別対策事業費

21,007 看護職員の育成・定着とひとり親家庭等の経
済的な自立を一体的に進めるため、ひとり親家
庭等の看護職員資格取得希望者と医療機関との
マッチングを行うとともに、医療機関が行う資
格取得費用等の貸付を支援するのに要する経費
◦看護職員資格取得特別対策事業費補助

20,037
補助金交付先 （公社）県医師会
事業実施主体 医療機関
補 助 率 １

２
◦県推進事業費 970

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ドクターヘリ運航
関連経費

499,525

⑴ ドクターヘ
リ運航事業費

488,799 県民の救命率の向上を図るため、県立中央病
院及び八戸市立市民病院によるドクターヘリ（２
機体制）の運航を実施するのに要する経費

⑵ ドクターヘ
リ運航維持管
理費負担金

（再掲）

10,726 県立中央病院におけるドクターヘリの運航・
維持管理に要する経費に対する負担金

有床診療所等スプ
リンクラー等施設
整備費補助

216,627 有床診療所等におけるスプリンクラー等の消
防設備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 有床診療所等
補 助 率 定額（国1010）

ハイリスク妊産婦
アクセス支援事業
費補助

4,540 安全安心に分娩できる環境整備と産科医療体
制の維持・充実を図るため、ハイリスク妊産婦
の周産期母子医療センターへの通院や待機宿泊
を支援するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 対 象 者 ハイリスク妊婦・分娩管

理加算の対象となる妊産
婦等

補 助 率 １
２（ほかに市町村

１
２）

補 助 限 度 額 １人当たり２万５千円

新しい「地域を支
える医療システム」
構築特別対策事業
費 （新規）

48,535 地域住民が安心して医療を受けられる環境を
整備するため、ＩＣＴを活用した遠隔医療シス
テムに係る研究、看護師による診療補助体制の
構築支援、薬剤師による訪問服薬支援体制の強
化を行うのに要する経費
◦へき地等における受療環境維持・向上事業
費 25,000

◦看護師特定行為研修特別対策事業費補助
11,250

補助金交付先 へき地医療拠点病院、
へき地診療所、訪問看
護ステーション

補 助 率 １
２

◦在宅医療薬局群等体制整備事業費 12,285

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域医療介護総合
確保基金関連経費

4,766,416

⑴ 地域医療介
護総合確保基
金積立金

2,229,188 地域における医療及び介護の総合的な確保を
図る事業の実施及び支援のための基金の造成に
要する経費

⑵ 地域医療介
護総合確保対
策事業費

2,537,228 地域における医療及び介護の総合的な確保を
図るため、病床の機能分化・連携の推進や医療・
介護従事者の確保・養成、介護施設等の整備、
在宅医療提供体制の構築に係る取組みを充実・
強化するのに要する経費
◦地域医療情報共有システム整備費補助

45,571
・情報提供医療機関追加分 44,000

補助金交付先 あおもりメディカル
ネット運営協議会、
情報提供医療機関

補 助 率 10
10

・情報閲覧医療機関追加分 1,571
補助金交付先 情報閲覧医療機関
補 助 率 １

２
◦病床機能分化・連携推進施設設備整備費補
助 500,000
・回復期病床転換分 420,000

補助金交付先 医療機関
補 助 率 １

２
・在宅医療推進分 80,000

補助金交付先 在宅医療等を提供す
る医療機関等

補 助 率 １
２

◦病床機能転換人材確保事業費 41,109
・病床機能転換専門研修事業費 21,000
・新人訪問看護職員研修事業費補助 11,720

補助金交付先 訪問看護ステーショ
ン

補 助 率 １
２

・在宅医療魅力向上推進事業費 8,389

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦在宅医療多職種連携研修事業費 4,000
◦在宅歯科医療連携室整備事業費 2,560
◦訪問看護推進事業費 3,737
◦新しい「地域を支える医療システム」構築
特別対策事業費（新規）（再掲） 48,535

◦新興・再興感染症対策研修事業費（新規）
1,037

◦地域医療支援センター事業費（再掲）
99,021

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助
（再掲） 97,721

◦地域で活躍する良医育成推進事業費（再掲）
85,000

◦産科医確保支援事業費補助 24,865
補助金交付先 分娩手当を支給する病

院等
補 助 率 １

３
◦産科医確保支援事業費負担金（再掲）

1,923
負担金交付先 県立中央病院

◦新生児医療担当医確保支援事業費補助 200
補助金交付先 新生児医療担当医手当

を支給する病院
補 助 率 １

３
◦新生児医療担当医確保支援事業費負担金（再
掲） 443
負担金交付先 県立中央病院

◦医療勤務環境改善支援センター運営事業費
（再掲） 3,698

◦小児救急医療支援実施事業運営費補助
9,495

補助金交付先 市
補 助 率 ２

３
◦小児救急電話相談事業費 8,347
◦病院内保育所運営費補助 5,619

補助金交付先 民間立病院及び診療所
補 助 率 １

３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦ナースセンター事業費 4,807
◦新人看護職員研修事業費補助 12,931

補助金交付先 医療機関
補 助 率 １

２
◦新人看護職員研修事業費負担金（再掲）

1,215
負担金交付先 県立中央病院、県立つ

くしが丘病院
◦看護師等確保・資質向上推進事業費 4,125
◦看護師等養成所運営費補助 98,179

補助金交付先 看護師等養成所
補 助 率 定額

◦看護教員養成講習会参加支援事業費補助
648

補助金交付先 看護師等養成所
補 助 率 定額

◦認定看護師等育成支援事業費補助 3,400
補助金交付先 医療機関
補 助 率 １

２
◦地域密着型サービス等提供施設整備費補助

955,350
補助金交付先 市町村、社会福祉法人

等
補 助 率 定額

◦施設開設準備経費等支援事業費補助
174,471

補助金交付先 市町村、社会福祉法人
等

補 助 率 定額
◦介護職の魅力発信事業費補助 3,134

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会
補 助 率 10

10
補助対象事業 介護の魅力発信フェス

ティバルの開催等
◦介護技術コンテスト開催費補助 3,534

補助金交付先 県社会福祉協議会
補 助 率 10

10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦福祉・介護人材参入促進事業費 24,216

・福祉・介護人材確保対策事業費補助

17,952

補助金交付先 県社会福祉協議会、

介護福祉士養成施設

等

補 助 率 10
10

補助対象事業 初任者研修の受講支

援、福祉・介護体験

セミナー等の開催

・県推進事業費 6,264

◦介護人材発掘育成事業費 16,162

・介護人材発掘育成事業費補助 2,790

補助金交付先 八戸市

補 助 率 10
10

補助対象事業 地域密着型サービス

事業所への就労に向

けた介護未経験者や

無資格者を対象とし

た研修の実施

・県推進事業費 13,372

◦福祉・介護人材マッチング機能強化事業費

9,258

◦介護人材育成認証評価制度事業費 25,559

◦社会福祉法人情報検索サイト保守管理等事

業費（新規） 1,944

◦キャリアパス導入支援セミナー開催事業費

1,250

◦介護ロボット導入支援事業費補助 4,603

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護ロボット導入のた

めの研修の実施、利活

用の検討、導入支援等

◦新介護職員応援イベント開催事業費 4,514

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦新採用介護職員人材育成・定着支援事業費

補助 735

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 新採用介護職員に対す

るエルダー・メンター

シップ制度等の導入に

向けた指導者兼支援者

養成研修の実施

◦介護事業所内保育施設運営費補助 58,936

補助金交付先 介護事業所内保育施設

を設置・運営する法人

補 助 率 ２
３

補助対象経費 事業所内保育施設運営

に係る人件費

◦福祉・介護人材定着促進事業費 35,385

事 業 内 容 介護職員の研修受講機

会確保のための代替職

員派遣、介護職員子育

て応援人材ステーショ

ンの設置等

◦潜在的有資格者等再就業促進事業費 5,424

◦福祉・介護人材キャリアパス支援事業費

5,363

◦アセッサー講習受講支援事業費補助 1,295

補助金交付先 アセッサー講習受講者

が所属する介護事業所

補 助 率 10
10

◦チームワーク強化支援事業費補助 1,143

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 スーパーバイザーの養

成研修、スーパーバイ

ザーによる出前講座等

の実施

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦介護職員初任者ヒューマンスキルアップ事

業費補助 1,696

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 経験年数３年未満の介

護職員を対象とした人

間力及び社会人基礎力

向上研修の実施

◦中堅介護職員スキルアップ事業費補助

1,196

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 中堅介護職員のマネジ

メント能力を強化する

ためのキャリアデザイ

ン研修等の実施

◦管理者キャリアサポート事業費補助（新規）

843

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 管理職員のマネジメン

ト・管理・統率能力を

強化するための研修等

の実施

◦介護支援専門員資質向上事業費 508

◦生活行為向上リハビリテーション推進人材

育成事業費補助 1,320

補助金交付先 （一社）県作業療法士会

補 助 率 10
10

補助対象事業 理学療法士、作業療法

士及び言語聴覚士を対

象とした生活期リハビ

リテーションへの円滑

な移行と質の向上を図

る研修の実施

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦介護支援専門員地域同行型研修事業費補助
2,499

補助金交付先 （公社）県介護支援専門員
協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護支援専門員初任者
を対象とした実地研修
等の実施

◦共に支える認知症支援ネットワーク事業費
（新規）（再掲） 13,663

◦認知症初期集中支援チーム員・認知症地域
支援推進員育成事業費 4,934

◦認知症対応力向上研修事業費 5,404
◦介護従事者向け認知症介護研修事業費

1,438
◦市民後見推進事業費 7,671
・市民後見推進事業費補助 5,850

補助金交付先 青森市、弘前市、八
戸市

補 助 率 10
10

補助対象事業 市民後見人養成研修
等の実施

・県推進事業費 1,821
◦認知症ケアにおける多職種連携研修事業費
補助（新規） 821
補助金交付先 （公社）県老人福祉協会
補 助 率 10

10
補助対象事業 医療及び介護職員の連

携促進を図るための研
修等の実施

◦介護職員等医療的ケア研修事業費 21,519
◦医療介護連携調整実証事業費 4,823
◦医療介護連携介護職員養成モデル事業費補
助 3,610
補助金交付先 （公社）県医師会
補 助 率 10

10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助対象経費 介護職員の准看護師資
格取得を支援するため
の修学資金の貸付原資
及び事務費

◦保健・医療・福祉包括ケアシステム・ネッ
トワーク構築支援事業費（再掲） 4,502

◦地域包括支援センター職員等研修事業費
885

◦生活支援サービス充実強化事業費（新規）
（再掲） 18,840

◦訪問介護サービス提供責任者研修事業費補
助 594
補助金交付先 （公社）県老人福祉協会
補 助 率 10

10
補助対象事業 訪問介護サービスの質

の向上等に向けた訪問
介護サービス提供責任
者を対象とした研修の
実施

新型インフルエン
ザ等対策推進事業
費

69,500 新型インフルエンザ等対策特別措置法及び行
動計画に基づく医療資器材の備蓄及び医療提供
体制の整備等に要する経費

難病対策費 1,467,581 難病法に基づく特定医療費等の自己負担額の
全部又は一部を助成するのに要する経費
◦難病特定医療費 1,464,839
◦特定疾患治療研究事業費 2,742

重症難病患者在宅
療養支援事業費

3,632 人工呼吸器を装着して在宅療養している重症
難病患者を常時介護する家族のレスパイトケア
のため、患者の一時入院を支援するとともに、
看護人を居宅に派遣するのに要する経費

食の安全を担う獣
医師確保対策事業
費

8,284
債務負担
行為設定
額

2,880

県の獣医師職員不足に対処するための修学資
金の貸与、獣医師確保に向けた特別講座・交流
会の開催及びネットワーク体制の整備に要する
経費
◦獣医師修学資金貸付金 7,200

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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貸 与 対 象 者 獣医系大学に在籍する

４年生以上の学生

貸与対象人員 ５人

◦県推進事業費 1,084

生活基盤施設耐震

化等交付金

1,511,785 水道事業者の運営基盤を強化するため、水道

施設等の耐震化や水道事業の広域化を支援する

のに要する経費に対する交付金

交付金交付先 水道事業者（市町村、一

部事務組合）

交 付 率 １
２（国

１
２）、

４
10（国

４
10）、

１
３（国

１
３）、

１
４（国

１
４）

社会保障関係費 79,415,064 介護保険関連経費 20,565,930

後期高齢者医療関連経費 16,397,532

国民健康保険関連経費 15,764,688

児童手当等負担金 2,640,995

教育・保育給付費負担金（再掲） 9,509,573

地域子ども・子育て支援事業費補助（再掲）

1,141,196

障害者自立支援給付費関連経費 8,950,505

県立病院負担金（社会保障関係費分）（再掲）

2,897,516

その他社会保障関係費（地域医療介護総合確保

基金関連経費を除く） 1,547,129

共に支える認知症

支援ネットワーク

事業費 （新規）

13,663 地域全体で認知症を支える支援体制の構築を

図るためのオープン型認知症カフェの設置・運

営、認知症サポート医の養成、認知症地域連携

懇談会の開催等に要する経費

◦地域とつながる認知症カフェ設置促進事業

費 7,120

◦県職員認知症サポーター養成事業費 3,053

◦認知症サポート医活動強化事業費 1,767
◦認知症地域連携促進事業費 1,723

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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生活支援サービス
充実強化事業費

（新規）

18,840 地域の実情に応じた介護予防・日常生活支援
総合事業の推進を図るため、市町村が実施する
介護予防・生活支援サービスの創出に向けた取
組みを支援するとともに、生活支援コーディネー
ターの養成研修等を開催するのに要する経費
◦市町村政策形成会議開催事業費 2,141
◦生活支援コーディネーター資質向上事業費

1,914
◦サービス広域化調整会議開催事業費 2,785
◦介護予防・生活支援サービス創出事業費補
助 12,000
補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２

国民健康保険制度
改革関連経費

2,220,083

⑴ 国民健康保
険財政安定化
基金積立金

2,205,411 平成30年度から国民健康保険の財政運営の責
任主体となる県において、予期しない給付増や
保険料不足に備え、財政の安定化を図るための
基金の造成に要する経費

⑵ 国民健康保
険制度改革推
進事業費

14,672 平成30年度からの国民健康保険制度を円滑に
実施・運営するため、県内の統一的な運営方針
の作成に向けた市町村等連携会議の開催、国民
健康保険運営協議会の設置・運営、納付金等算
定に係る標準システムの整備等を行うのに要す
る経費

子どもの貧困対策
関連経費

197,973

⑴ 子どもの貧
困対策推進事
業費

804 子どもの貧困対策を総合的に推進するための
計画の進捗管理に要する経費

⑵ 子どもの学
習支援等関連
経費

22,311 子どもの貧困の連鎖を防止するため、生活困
窮世帯及びひとり親世帯の児童等に対する学習
講習会を実施するとともに、市町村が行う子ど
もの生活・学習支援事業を支援するのに要する
経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費
14,900

◦子どもの貧困対策特別強化事業費（新規）
4,411

・ひとり親世帯児童等学習支援事業費
2,438

・児童養護施設等入所児支援事業費 1,973
◦ひとり親家庭等生活向上事業費補助 3,000

補助金交付先 市
補 助 率 ３

４（国
１
２、県

１
４）

⑶ 家庭福祉対
策教育支援貸
付事業費補助

113,440 学ぶ意欲と能力のある子どもの教育機会の確
保と貧困の連鎖解消を図るため、一定の条件を
満たす生徒に対し、大学入学時に必要となる入
学金等の一時的経費を支援するための奨学金制
度の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公財）県育英奨学会
補 助 率 10

10
補助対象経費 大学に進学する生徒に対

する入学金等の一時的経
費の貸付原資及び事務費

貸 与 金 額 100万円／人以内
※大学を卒業後、県内に就業・居住し一定
の条件を満たす場合全額返還免除

⑷ 看護職員資
格取得特別対
策事業費

21,007 （再掲）

⑸ ひとり親家
庭等相談機能
強化事業費

894 ひとり親家庭の自立を支援する相談体制の強
化を図るため、支援の中心的役割を担う母子父
子自立支援員及び就業支援専門員等の資質向上
のための研修を開催するとともに、制度を広く
周知するためのパンフレットの作成・配布等に
要する経費

⑹ 母子家庭等
就業・自立支
援センター事
業費

19,404 ひとり親家庭等の自立を支援するため、就業
に係る相談、講習会、情報提供等を行う母子家
庭等就業・自立支援センターの運営等に要する
経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑺ 母子家庭等
自立支援給付
事業費

12,654 母子家庭等が自立し、安定した生活を営むた
め、能力開発や資格取得に向けた講座及び高等
職業訓練の受講等に対する支援に要する経費
◦母子家庭等自立支援給付費補助 12,538
◦県事務費 116

⑻ ひとり親家
庭高等職業訓
練促進資金貸
付事業費補助

1,150 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する
ため、高等職業訓練促進給付を活用した資格取
得と就業を促進するためのひとり親家庭等高等
職業訓練促進資金貸付事業の実施に要する経費
に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会
補 助 率 １

10（ほかに国
９
10）

補助対象経費 高等職業訓練促進給付金
を活用して養成機関に在
学する者に対する入学準
備金等の貸付原資及び事
務費

⑼ 高等学校卒
業程度認定試
験合格支援事
業費補助

300 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する
ため、高校を卒業していないひとり親家庭の親
又は子が高等学校卒業程度認定試験に合格する
ための講座を受講するのに要する経費に対する
補助

補助金交付先 高校を卒業していないひ
とり親家庭の親又は子

補 助 率 定額（国３４、県
１
４）

⑽ 児童福祉施
設入所児童等
自立能力強化
事業費補助

3,800 児童養護施設入所児童等の自立を支援するた
め、入所児童等の就職に向けた資格取得又は大
学進学等に要する経費に対する補助

補助金交付先 児童養護施設等を設置す
る社会福祉法人及び里親

補 助 率 定額

⑾ 児童養護施
設退所者等自
立支援資金貸
付事業費補助

2,209 児童養護施設退所者等の生活の安定と自立を
支援するため、就職又は大学等への進学にあた
り安定した生活基盤を確保するための児童養護
施設退所者等自立支援資金貸付事業の実施に要
する経費に対する補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 社会福祉法人
補 助 率 １

10（ほかに国
９
10）

補助対象経費 就職又は大学等への進学
により児童養護施設等を
退所した者等であって、
保護者がいない又は保護
者からの養育拒否等によ
り、住居や生活費など安
定した生活基盤の確保が
困難又はそれが見込まれ
る者に対する家賃相当額
等の貸付原資及び事務費

あおもり出会い協
働プロジェクト事
業費

18,366 社会全体で結婚を支援する気運を醸成するた
め、県民参加型ポジティブキャンペーンを行う
とともに、企業間婚活の促進や市町村トップセ
ミナーの開催等により、あおもり出会いサポー
トセンターを中心に企業、市町村、県民との協
働による総合的な結婚支援を推進するのに要す
る経費

結婚から子育て応
援企業支援事業費

（新規）

17,666 結婚から子育ての希望を実現する「働き方改
革」に向けた取組みの推進を図るため、結婚か
ら子育てを応援する企業等を対象とした新たな
認定制度を実施するとともに、企業等の雇用環
境の改善等に向けた取組みに対する支援等を行
うのに要する経費
◦結婚から子育て応援企業支援事業費補助

12,500
補助金交付先 県内企業等
補 助 率 定額
補 助 限 度 額 250

◦県推進事業費 5,166

教育・保育給付費
負担金

9,509,573 子ども・子育て支援新制度における認定こど
も園、保育所、幼稚園等の運営に要する経費に
対する負担金

負担金交付先 市町村
負 担 率 １

４、
１
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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保育士・保育所支
援センター事業費

22,795 保育士の専門性向上と質の高い人材の安定的
な確保を図るため、保育士人材バンクを活用し
た潜在保育士の就職支援、保育士等の相談支援、
保育士研修等を実施する保育士・保育所支援セ
ンターの設置・運営を行うのに要する経費

魅力ある保育所等
促進事業費（新規）

7,958 保育士等の確保・定着と満足度の高い保育の
提供を図るため、保育所等を経営する法人の職
員処遇や職場環境の改善及び保育サービスの充
実等に関する取組み等を評価する新たな認証制
度の構築等を行うのに要する経費
◦保育所等認証評価制度構築・運営事業費

6,830
◦保育所等経営基盤強化支援事業費 1,128

地域子ども・子育
て支援事業費補助

1,141,196 市町村子ども・子育て支援事業計画に従って
市町村が実施する子ども・子育て家庭等を対象
とする事業に要する経費に対する補助
◦放課後児童健全育成事業費補助 488,826
◦放課後児童クラブ充実促進事業費補助

1,957
◦地域子育て支援事業費補助 421,676
◦病児・病後児保育対策事業費補助 70,529
◦延長保育促進事業費補助 158,208
※補助金交付先は市町村、補助率は１３（ほか
に国１３）

保育料軽減事業費
補助

68,861 出生率の向上及び親が安心して子どもを生み
育てる環境づくりに資するため、第３子以降の
３歳未満児に係る保育料を軽減するのに要する
経費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２
軽 減 内 容
第 ４ 階 層 第３子以降の子どもの保

育料の２３を減額
第５階層以上 第３子以降の子どもの保

育料と国基準額の１２の額
との差額の２３を減額

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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保育士修学資金等
貸付事業費補助

10,729 国の保育人材確保対策の強化に呼応した保育
士修学資金等貸付事業の実施に要する経費に対
する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会
補 助 率 １

10（ほかに国
９
10）

補助対象経費 保育士の資格取得に要す
る修学資金、再就職のた
めの準備金、ファミリー
サポート事業等の利用料
金の貸付原資及び事務費

特定不妊治療費助
成事業費

93,768 少子化対策の一環として、不妊に悩む夫婦の
経済的負担を軽減するため、不妊治療に要する
費用の一部を助成するのに要する経費
◦特定不妊治療費助成事業費補助 93,300

補 助 限 度 額 １回当たり15万円（採
卵を伴わない凍結胚移
植の場合は７万５千円）
初回に限り15万円上乗
せ（採卵を伴わない凍
結胚移植は除く）
男性不妊への治療を伴
う場合１回当たり15万
円上乗せ

対 象 年 齢 43歳未満
通算助成回数 初回40歳未満は通算６

回まで
初回40歳以上43歳未満
は通算３回まで

◦県事務費 468

切れ目ない親子支
援充実事業費

（新規）

17,651 妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援体
制の構築を図るため、母子に係る妊娠期から子
育て期までのデータを市町村等と情報共有でき
るシステムを構築するとともに、町村部におけ
る子育て世代包括支援センターの設置に向けた
取組みを促進するのに要する経費
◦親子情報オンラインデータベース化事業費

13,194
◦妊娠期からの相談支援体制整備事業費

4,457

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―40―



発達障害者支援セ
ンター関連事業費

53,956 発達障害者及びその家族への支援を総合的に
展開するため、発達障害者支援センターを県内
３箇所に設置・運営するとともに、支援スキル
アップ研修や発達障害の理解促進に向けたフォー
ラムの開催等を行うのに要する経費
◦発達障害者支援センター運営事業費 49,849
◦発達障害者支援体制促進事業費 2,664
◦発達障害者支援体制整備事業費 1,443

発達障害者等支援
体制推進事業費

2,360 発達障害者の受入体制の充実と理解促進によ
る社会参加を推進するため、強度行動障害支援
者専門研修等の実施により支援体制のネットワー
クを構築するとともに、発達障害者等が身に付
けることにより周囲の支援を促進するヘルプマー
ク・カードの普及に要する経費

工賃向上支援事業
費

2,685 障害者の就労支援を促進するため、農業を実
施している就労支援事業所が参画する共同受注
窓口事業所でのマルシェ（市場）や、工賃向上
に向けた研修会の開催等を行うのに要する経費

障害福祉人材育成
認証評価制度創設
事業費 （新規）

5,212 障害福祉人材の確保・定着と質の高い障害福
祉サービスの提供を図るため、障害福祉サービ
ス事業所等における職員処遇や職場環境の改善
及び提供サービスの充実等に関する取組み等を
評価する新たな認証制度の構築等を行うのに要
する経費

軽度・中等度難聴
児補聴器購入費補
助

840 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・
中等度難聴児に対し市町村が行う補聴器購入の
支援に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２

ひきこもり地域支
援センター設置運
営事業費

3,550 ひきこもりの状態にある本人や家族を支援す
るため、ひきこもり支援コーディネーターを配
置し相談支援を行うとともに、地域の関係機関
の連絡会議、社会参加を促進する当事者教室等
の開催、人材育成研修等を実施するひきこもり
地域支援センターの設置・運営を行うのに要す
る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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自殺対策関連経費 51,002 本県における自殺予防を推進するための総合
的な対策を実施するのに要する経費

⑴ いのち支え
る包括的自殺
対策事業費

（新規）

27,315 地域の実情に応じた実践的な自殺対策の推進
を図るため、地域の現状を分析するとともに、
ハイリスク層への対策強化や包括的な取組等を
実施するのに要する経費

事業内容 戦略的自殺対策計画の策定、
自殺対策トップセミナーの開
催、高齢者うつスクリーニン
グの導入促進支援、自殺未遂
者ケア研修の実施、関係民間
団体の交流会等の開催等

⑵ 心のヘルス
アップ事業費

333 自殺対策連絡協議会の開催等に要する経費

⑶ 生活と健康
をつなぐ法律
相談事業費

1,845 こころの健康支援専門員による相談電話を設
置し、県民の法的な問題の解決やこころの相談
に対応するのに要する経費

⑷ あおもりい
のちの電話相
談事業費補助

1,740 自殺防止に取り組むＮＰＯ法人が行う電話相
談事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 ＮＰＯ法人あおもりいの
ちの電話

補 助 率 10
10（国

１
２、県

１
２）

⑸ 地域自殺対
策推進センター
運営事業費

3,106 自殺に関する専門的な相談支援や地域の関係
機関の連携調整会議の開催、人材育成研修等を
実施する地域自殺対策推進センターの設置・運
営に要する経費

⑹ 地域自殺対
策強化事業費

14,387 地域の実情に応じた自殺対策を強化するため、
自殺対策の有効性を検証するとともに、市町村
ごとの対策の検討・実施等に対する支援を行う
のに要する経費
◦地域自殺対策強化事業費補助 11,622

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２（国
１
２）、

２
３（国

２
３）、

10
10（国

10
10）

◦県推進事業費 2,765

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑺ 明日を生き
る力アップ推
進事業費

2,276 自殺者数の減少を図るため、高校生を対象と
した自殺予防プログラムを作成し、自殺予防教
育を実施するとともに、職域でのゲートキーパー
育成等を行うのに要する経費

県立中央病院費 2,732,539

⑴ 負担金 2,532,539 不採算部門運営費 1,175,832
企業債等償還金 979,360
医療備品等整備費 18,535
共済組合長期追加費用 210,066
自治医科大学卒医師研修対策事業費 100,610
高度・先進医療等関連経費 48,136

⑵ 貸付金 200,000 運転資金貸付金 200,000

県立つくしが丘病
院費

833,923

⑴ 負担金 533,923 不採算部門運営費 511,640
企業債等償還金 249
医療備品等整備費 1,406
共済組合長期追加費用 20,369
新人看護職員研修事業費 259

⑵ 貸付金 300,000 運転資金貸付金 300,000

商工労働部 中小企業団体中央
会補助

147,956 中小企業団体中央会が行う指導事業等に要す
る経費に対する補助

補助金交付先 中小企業団体中央会
補 助 率 10

10

経営改善普及事業
費補助

1,313,059 商工会議所及び商工会が行う経営改善普及事
業等に要する経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会、商工会議
所

補 助 率 10
10

商工会連合会指定
事業費補助

204,198 商工会連合会が行う商工会指導事業等に要す
る経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会
補 助 率 10

10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりクラウド
ファンディング推
進事業費（新規）

6,201 起業者及び中小企業者に新たな資金調達の仕
組みであるクラウドファンディングを普及する
のに要する経費

女性マーケティン
グ人財育成事業費

（新規）

7,000 県内中小企業における新事業の展開と女性の
活躍を推進するため、フォーラムを開催すると
ともに、女性社員に対するマーケティング等の
基礎研修や新事業の伴走型支援を行うのに要す
る経費

あおもり型商店街
活用買物環境向上
モデル策定事業費

（新規）

8,225 買物困難者が安心して暮らすことができる環
境づくりを推進するため、商店街と地域の団体
が連携した買物環境向上ビジネスモデルを策定
し、普及に向けた報告会を開催するのに要する
経費

制度金融実施費 33,559,000 中小企業者の事業活動の促進及び経営の安定
を図るため、各種制度金融を実施するための貸
付金

区 分 貸付金 融資枠

特別保証融資制度貸付金 32,659,000 420億円

中小企業団体中央会貸付金 900,000 30億円

特別保証融資制度
災害復旧枠関連経
費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

105,158 被災中小企業者の早期の経営再建を図るため、
青森県特別保証融資制度「平成23年東北地方太
平洋沖地震中小企業災害復旧枠」に係る貸付利
率の無利子化及び信用保証料の免除に要する経
費に対する補助
◦東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再
建特別対策事業費補助 56,747

◦青森県信用保証協会補助 48,411

創業・成長産業推
進金融対策事業費
補助

100,441 青森県特別保証融資制度「未来を変える挑戦
資金」のうち、創業や県の重点推進分野等に係
る信用保証料の軽減に要する経費に対する補助

補助金交付先 県信用保証協会
補 助 率 保証料相当額の３10（金融

機関提案枠のうち１千万
円を超える設備資金の場
合４10）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり元気企業
チャレンジ助成事
業費

基金運用
益による
補助見込
70,000
程度

地域資源を活用した創業・経営革新等の取組

みに対し、（公財）21あおもり産業総合支援センター

が「あおもり元気企業チャレンジ基金」を運用

して行う支援

◦創業及び経営革新助成事業費

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２（常用１名以上の雇

用が伴う場合又は支援

重点分野に該当する場

合２３）

補 助 限 度 額 5,000

補助対象経費 新商品・新技術・新役

務の調査・開発費、販

路開拓費等

◦創業及び経営革新支援機関助成事業費

補助金交付先 中小企業者等を支援す

る機関

補 助 率 10
10

補 助 限 度 額 1,000

補助対象経費 普及啓発費、人材育成

費等

創業・起業支援強
化推進事業費

28,344 創業・起業による県民所得の向上と雇用の場

の創出を図るため、セミナー等による創業・起

業の意識醸成及び創業・起業希望者の発掘に取

り組むとともに、創業支援拠点の拡充やインキュ

ベーションマネジャーの配置等により伴走型支

援を強化するのに要する経費

中小企業経営力向
上支援事業費

9,591 県内中小企業の販売力の向上と競争力の強化

を図るため、商談力・発信力強化セミナーを開

催するとともに、展示・商談会への出展を支援

するのに要する経費

◦あおもり元気企業販売力パワーアップ事業

費 7,319

◦「売り上手あおもり」推進事業費 2,272

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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事業承継円滑化支
援事業費（新規）

5,553 事業承継を円滑に行うことで事業所数減少の
抑制を図るため、後継者不在企業の調査を行う
とともに、事業承継を希望する企業とその受け
手となる企業を対象としたセミナー等をそれぞ
れ開催するほか、事業承継の支援体制を強化す
るのに要する経費

プロフェッショナ
ル人材受入支援事
業費

30,000 地域経済及び県内企業の活性化を図るため、
企業の経営革新の実現を促すプロフェッショナ
ル人材戦略拠点を設置・運営するとともに、大
都市圏に在住するプロフェッショナル人材の雇
用等を支援するのに要する経費
◦プロフェッショナル人材受入支援事業費補
助 5,000
補助金交付先 中小企業者等
補 助 率 １

２
◦県推進事業費 25,000

伝統工芸品等首都
圏マーケティング
事業費

6,360 首都圏における県内伝統工芸品の認知度と商
品競争力の向上を図るため、販路開拓の課題整
理と課題解決に向けた研究会を開催するととも
に、認知度向上や流通・販売ノウハウ取得等の
ためのテストマーケティング及び研修会を実施
するのに要する経費

ものづくり人財確
保等支援強化事業
費 （新規）

15,055 技術系の学生や人材の県内ものづくり企業へ
の定着促進を図るため、インターンシップの仕
組みづくりや企業見学会を行うとともに、雇用
環境改善に向けたコンサルティングを実施する
のに要する経費
◦ものづくり企業職場力向上支援事業費

13,500
◦技術系学生のインターンシップ等県内定着
促進事業費 1,555

自動車関連産業振
興事業費

6,994 自動車関連産業への参入促進を図るため、ア
ドバイザーを活用した現場力強化、商談会等を
通じたマーケットイン型マッチング支援等を行
うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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生産性向上による
労働力減少対策事
業費 （新規）

20,282 人口減少社会の進展に伴う労働力減少に対応
するため、経営者を対象としたセミナー等を開
催するとともに、従業員の研修参加支援や現場
指導等を行うことで、企業の生産性を向上させ
るのに要する経費
◦先進・高度技術人財育成事業費補助 6,000

補助金交付先 県内企業
補 助 率 ８

10
補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 14,282

農商工連携関連事
業費

9,082

⑴ 農商工連携
成長産業化支
援事業費

（新規）

5,446 農商工連携を促進するため、新たな取組みの
発掘に向けたセミナー、専門家派遣、連携促進
交流会、展示会への出展支援等を行うのに要す
る経費

⑵ 農工連携産
業競争力強化
事業費

3,636 農工連携産業の競争力強化を図り、関連産業
の一層の集積を促進するため、バイオマスの高
付加価値化のためのモデル実証を行うとともに、
成果普及のための研究会を開催するのに要する
経費

農商工連携支援基
金助成事業費

基金運用
益による
補助見込
30,000
程度

農商工連携による創業・経営革新等の取組み
に対し、（地独）青森県産業技術センターが「あお
もり農商工連携支援基金」を運用して行う支援
◦経営革新助成事業費

補助金交付先 中小企業者等と農林漁
業者との連携体

補 助 率 １
２（常用１名以上の雇
用が伴う場合又は支援
重点分野に該当する場
合２３、あおもり農商工
連携推進プラン関連事
業に該当する場合又は
開発商品の総売上目標
を補助金の３倍以上と
する場合４５）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 限 度 額 5,000
補助対象経費 新商品・新技術・新役

務の調査・開発費、販
路開拓費等

◦経営革新支援機関助成事業費
補助金交付先 中小企業者等と農林漁

業者との連携体を支援
する機関

補 助 率 10
10

補 助 限 度 額 1,000
補助対象経費 指導助言経費等

ビジネスサポート
ステーション運営
事業費

19,083 県内中小企業の首都圏等におけるビジネスチャ
ンスの獲得を図るため、専門のアドバイザー等
による販路開拓支援や大手企業とのビジネスマッ
チング等を行うビジネスサポートステーション
を（公財）21あおもり産業総合支援センターに設置
し、運営するのに要する経費

産業立地戦略イノ
ベーション推進事
業費 （新規）

8,500 生産拠点の海外移転や地域間の誘致競争激化
といった企業誘致を取り巻く環境変化を見据え
た産業立地を推進するため、産業立地戦略を策
定し、コネクターハブ企業の取引状況を調査・
分析するとともに、情報システム・クリエイティ
ブ産業に特化したＰＲ活動を行うのに要する経
費

戦略的物流連携ビ
ジネス創出事業費

（新規）

12,415 新たな産業立地を推進するため、県内製造企
業と運輸企業の連携による高付加価値ビジネス
化に向けた取組みを支援するとともに、情報交
換・マッチングのためのセミナーや物流関連展
示会への出展等を実施するのに要する経費
◦戦略的物流連携ビジネス創出事業費補助

9,000
補助金交付先 県内製造企業
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 3,000

◦県推進事業費 3,415

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―48―



誘致企業本社機能
移転関連経費

13,836
債務負担
行為設定
額
30,000

⑴ 誘致企業本
社機能移転促
進事業費

13,836 誘致企業の県内への本社機能移転を促進する
ため、本県の支援制度や生活環境等のＰＲを実
施するとともに、東京事務所内に支援窓口を設
置し、企業の相談等に対応するのに要する経費

⑵ 誘致企業本
社機能移転促
進費補助（債
務負担行為）

債務負担
行為設定
額
30,000

本社機能の移転に伴う人材確保や従業員等の
転入に要する経費に対する補助
◦雇用奨励費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転
する誘致企業で県内か
らの常用雇用者数が５
名以上増加した企業

補 助 率 定額（地元雇用１人に
つき50万円）

補 助 限 度 額 15,000
◦転入経費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転
する誘致企業で県内か
らの常用雇用者数が５
名以上増加又は県内に
５世帯以上転入した企
業

補 助 率 １
２（１世帯につき50万
円を限度）

補 助 限 度 額 15,000

誘致企業あおもり
人財獲得支援事業
費

8,470 誘致企業の新規立地及び既立地企業の定着や
事業拡大を図るため、誘致企業ＰＲ冊子等によ
る企業情報の提供等を行うのに要する経費

むつ小川原開発地
区企業立地促進費
補助（債務負担行
為）

債務負担
行為設定
額
500,000

むつ小川原開発地区における企業立地の促進
を図るための同地区に立地する企業に対する補
助

補助金交付額 2, 500円／㎡（ほかに国
同額）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―49―



ＩＴ・コンタクト
センター関連産業
立地促進費補助

108,116
債務負担
行為設定
額
322,500

ＩＴ・コンタクトセンター関連産業の誘致を

促進するためのコンタクトセンター等を設置す

る企業に対する補助

◦コンタクトセンター関連産業分

補助金交付先 コンタクトセンターを

設置する企業で県内か

らの常用雇用者数が５

名以上の企業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

雇 用 奨 励 費 定額（常用雇用者数

20名以上の企業で地

元雇用１人につき30

万円、ただし、市町

村の１人当たりの補

助額及び補助対象人

数を限度）

◦情報システム・クリエイティブ関連産業分

（拡充）

補助金交付先 オフィスを設置する企

業で県内からの常用雇

用者数が３名以上の企

業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
２

雇 用 奨 励 費 定額（常用雇用者数

３名以上の企業で地

元雇用１人につき30

万円）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県産業立地促
進費補助
（発電用施設等所
在市町村等企業導
入促進基金活用事
業）

1,330,987
債務負担
行為設定
額
3,000,000

県内への企業誘致、本社機能移転及び誘致企

業の県内における設備投資を促進するための工

業開発プロジェクト地域等に立地する誘致企業

等に対する補助

対象企業 誘致企業又は誘致企業に対し

建物及び設備をリースする企

業（金矢工業団地、青森中核

工業団地については県内企業

も対象）

補助率及び補助限度額（製造業・新設分）

補助要件
（投資額及び
雇用人数）

補助率及び補助限度額

むつ小川
原開発地
区

青森中核
・金矢工
業団地

左記以外

１億円以上
かつ10人以上

５
100
３億円

３億円以上
かつ20人以上

10
100
５億円

20
100
５億円

10
100
３億円

30億円以上
かつ30人以上

10
100
10億円

20
100
10億円

10
100
５億円

60億円以上
かつ60人以上

10
100
15億円

20
100
15億円

10
100
８億円

100億円以上
かつ100人以
上

10
100
20億円

20
100
20億円

10
100
10億円

※増設分は、誘致企業のみ対象で補助限度額１

億円、１企業１回限り

※本社機能移転分は、補助要件を５千万円以上

かつ５人以上に緩和し、全ての補助率に ５
100

上乗せする

※非製造業は、補助要件１億円以上かつ10人以

上（拡充）

※補助率及び補助限度額は、立地地区、業種、

補助対象経費等により異なる場合もある

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―51―



青森ライフイノベー
ション戦略セカン
ドステージ推進事
業費 （新規）

80,021 本県の優位性を活かしたライフ（医療・健康・
福祉）関連産業の創出と集積による地域経済の
成長促進を加速化させるため、「青森ライフイ
ノベーション戦略セカンドステージ」に基づき、
医療福祉機器開発に向けた研究開発支援や人材
育成、地域医療等の課題解決に向けたヘルスケ
アサービスモデルの構築、地域資源を活かした
健康・美容分野における商品開発、プロテオグ
リカンの認知度向上やブランド力強化等の取組
みを行うのに要する経費
◦医工連携推進事業費 19,547
・医工連携推進事業費補助 5,000

補助金交付先 中小企業者等
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 14,547
◦ヘルスケアサービス創出事業費 25,049
◦あおもりＰＧ関連商品販路拡大支援等事業
費 32,873
・ライフ系プロダクト開発促進事業費補助

5,000
補助金交付先 中小企業者等
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 1,000

・あおもりＰＧブランド確立事業費補助
2,500

補助金交付先 （一社）あおもりＰＧ推
進協議会

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 2,500
・県推進事業費 25,373

◦ライフ関連産業基盤整備対策事業費 2,552

ヘルスケア産業製
造拠点形成事業費

（新規）

6,865 ヘルスケア産業製造拠点を形成し、県内事業
者の域外競争力向上を図るため、次世代ヘルス
ケア機器のキーデバイスを製造するグループ形
成の実現可能性を調査するとともに、ＯＤＭ生
産等に向けた企画提案力向上の取組みを支援す
るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦ヘルスケア産業製造拠点形成事業費補助

2,500

補助金交付先 県内企業等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 2,500

◦県推進事業費 4,365

あおもり産学官金
イノベーション創
出推進事業費

20,125 産学官金の連携による新産業の創出を図るた

め、県内金融機関を対象とした技術目利き人材

の養成講座を開催するとともに、県内企業によ

る競争的研究資金の獲得に向けたコーディネー

ター等の設置や県外企業との技術マッチング支

援等を行うのに要する経費

知財活用ビジネス
強化事業費

7,949 県内中小企業等による事業性の高い知的財産

活用ビジネスを拡大するため、知的財産活用ビ

ジネス支援人材を配置し、知的財産活用ビジネ

スのブラッシュアップを支援するとともに、地

域団体商標を活用したブランド戦略の構築を支

援するのに要する経費

現場で学ぶ子ども
の創造性育成推進
事業費補助

2,165 少年少女発明クラブの活動の質の向上を図る

ため、地域企業との連携を促進するためのＰＲ

活動、地域企業の技術者等を対象としたクラブ

指導員としてのスキルアップ研修会等を実施す

るのに要する経費に対する補助

補助金交付先 （一社）県発明協会

補 助 率 定額

ＩＴベンチャー誘

致・創出事業費

16,524 ＩＴベンチャーの誘致・創出を促進するため、

首都圏ＩＴ事業者等を対象とした本県の業務環

境等の情報発信や短期滞在による業務体験、本

県に適したビジネスモデルの形成に係る研修会

等を実施するとともに、ＩＴ起業家育成プログ

ラムの実施等による県内高校生・大学生の育成

等に取り組むのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりＩｏＴビ
ジネスイノベーショ
ン創出事業費

（新規）

23,067 ＩｏＴを活用した新たなＩＴビジネスの創出

を図るため、企業等のネットワーク構築に向け

たセミナーや事例調査を実施するとともに、産

業課題解決のためのワークショップを通じた試

作品開発支援、人材発掘・育成のための研修会

等を実施するのに要する経費

◦ＩｏＴ課題解決型試作開発事業費補助
5,000

補助金交付先 県内中小企業者
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 2,500

◦県推進事業費 18,067

データセンター立
地促進費補助
（発電用施設等所
在市町村等企業導
入促進基金活用事
業）

30,000
債務負担
行為設定
額
100,000

本県へのデータセンターの立地を促進するた
めのデータセンターを設置する企業に対する補
助

補助金交付先 データセンターを設置す
る企業で県内からの常用
雇用者数が５名以上の企
業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

人 材 育 成 費 １
２（常用雇用者数５名

以上の企業で地元雇用

１人につき30万円を限

度）

県内ものづくり企

業の創造的復興を

支援する製品信頼

性評価体制構築事

業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

58,877 八戸地域研究所において、被災地域をはじめ

とする県内企業の製造コスト削減と品質向上に

よる競争力強化を図るため、電磁感受性試験機

器等の導入により製品信頼性の評価体制を整備

するとともに、信頼性評価に係る専門的知識を

有する人材を育成するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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被災地域の技術を
結集した新規通信
線材開発実用化支
援事業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

9,871 八戸地域研究所が有する微細配線形成技術と
被災地域に所在する企業が有するメッキ技術、
絶縁膜形成技術等を融合し、複数の通信線材を
一体化した新たな通信線材及び生産・低コスト
化技術の開発・実用化を支援するのに要する経
費

県内ものづくり企

業の早期復興を支

援する溶接技術高

度化事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,851 八戸地域研究所において、熟練技能者の溶接

作業を数値化・可視化し、定量的評価によって

溶接技能の熟練者を早期に育成するシステムを

構築するとともに、溶接技能者の育成と育成シ

ステムの検証評価のための研修会を実施するの

に要する経費

まるごとあおもり
ＵＩＪターン雇用
支援事業費（新規）

26,920 本県出身大学生等の県内企業への就職を促進

するため、県内企業によるインターンシップの

実施により、企業の受入態勢構築等を図るとと

もに、企業合同ＰＲ会の開催、移住・就職情報

サイトの開設等による県内企業の情報発信や支

援体制の構築を行うのに要する経費

工業高校生等県内
就職促進事業費

（新規）

14,523 県内工業高校生等の新規高卒者の県内企業へ

の就職を促進するため、ガイドブックの作成や

展示フェアの開催により、生徒や教員等に対し

て県内企業の情報を発信するとともに、県内企

業の求人予定を新聞等で早期公表するのに要す

る経費

若年者雇用対策関
連経費

127,870

⑴ ジョブカフェ
あおもり運営･
推進事業費

90,190 若年者の雇用拡大・維持を図るため、職業に

関する情報提供、キャリアカウンセリング、セ

ミナー等「ジョブカフェあおもり」における若

年者に対する総合的な就職支援サービスの提供

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―55―



⑵ 就活応援・
しごと定着事
業費

37,680 若年者の県内就職及び職場定着を促進するた
め、県外の大学生等を対象とした企業情報の発
信機能の強化、高校生等を対象とした就労意識
形成セミナー、企業人材育成研修、早期離職防
止のためのフォローアップ等を実施するのに要
する経費

障害者雇用対策関
連経費

38,109

⑴ 障害者雇用
促進加速化事
業費

8,648 障害者の雇用を促進するため、事業主向けの
障害者雇用優良事業所見学・意見交換、業務内
容を視覚化した作業手順書の作成支援、障害者
の雇用につなげるための訓練手当の支給、短期
職場実習等を行うのに要する経費

⑵ 障害者の態
様に応じた多
様な委託訓練
事業費

29,461 障害者の職業訓練受講機会を拡大し、雇用促
進を図るため、民間教育機関等を活用した多様
な職業訓練を実施するのに要する経費

中高年齢者雇用対
策関連経費

11,070

⑴ 中高年就職
支援事業費

7,000 離職を余儀なくされた中高年齢者の再就職を
促進するため、関係機関と連携したキャリアカ
ウンセリングや再就職支援セミナーを行うのに
要する経費

⑵ ＵＩＪター
ン人材誘致促
進事業費

4,070 首都圏等に在住する本県出身者等の県内企業
への就職を促進するため、東京事務所内に「あ
おもりＵターン就職支援センター」を設置し、
就職支援相談等を実施するのに要する経費

女性の就活・定着
応援事業費（新規）

13,078 女子学生・若手女子社員の県内就職・定着と
子育て女性の再就職を支援するため、県内企業
で活躍する女性による応援活動や企業見学会を
実施するとともに、子育て女性を対象とした再
就職支援セミナー、職場体験、合同企業説明会
及びカウンセリングを行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域活性化雇用創
造プロジェクト関
連事業費（新規）

175,891 成長分野の製造業において安定的かつ良質な
雇用を創造するのに要する経費

⑴ 地域活性化
雇用創造プロ
ジェクト推進
事業費

21,554 地域活性化雇用創造プロジェクトを効果的に
推進するため、地域内の関係者からなる協議会
を運営するとともに、事業統括者及び地域人材
コーディネーターを配置するのに要する経費

⑵ あおもりの
強みを生かす
人財確保育成
事業費

112,000 地域活性化雇用創造プロジェクトに参加する
県内製造業者が、求職者を雇い入れて業務に従
事させることにより、地域が求める人材を育成
し、正規雇用化に結びつけるのに要する経費

⑶ 女性マーケ
ティング人財
育成事業費

7,000 （再掲）

⑷ ものづくり
人財確保等支
援強化事業費

15,055 （再掲）

⑸ 生産性向上
による労働力
減少対策事業
費

20,282 （再掲）

地域と育てる明日
の技能者育成事業
費

1,452 職業能力開発校による人材育成と修了生の県
内定着を図るため、県内唯一の中卒課程を有す
るむつ高等技術専門校において、地域の景観資
源の修繕など地域交流の視点を取り入れた職業
訓練を展開するとともに、施設見学会等を実施
するのに要する経費

離職者等再就職訓
練事業費

609,649 離職者等の円滑な労働移動の支援、雇用の安
定確保を図るための民間教育機関等を活用した
職業能力習得機会の提供に要する経費

商工労働部
警 察 本 部

ＬＥＤ信号灯器着
雪・凍結対策実用
化研究事業費

（新規）

6,580 ＬＥＤ信号灯器の着雪・凍結による交通障害
等を未然に防止するため、雪に強いＬＥＤ信号
灯器の産学官連携による製品化に向け、企業に
対する開発支援等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦ＬＥＤ信号灯器着雪・凍結対策実用化研究
事業費補助 4,500
補助金交付先 県内中小企業者
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 1,500

◦県推進事業費 2,080

農林水産部 地域を支える食品
加工創造事業費

7,900 食品加工の振興による農業の成長産業化を促
進するため、大手食品メーカーを訪問し、本県
への進出可能性等を調査するとともに、本県の
優位性を活かした食品加工のモデルを検討する
のに要する経費

地域に広げよう農
福連携推進事業費

3,834 農業分野や水産業分野での障害者就労の拡大
を図るため、生産者と障害者のマッチング体制
の構築、障害者就労モデルの実証及び農福連携
のＰＲ活動を行うのに要する経費

青森ブランドを育
むきれいな水資源
保全事業費

2,430 水資源の保全に向けた地域活動を拡大するた
め、岩木川水系における水資源の調査やフォー
ラム等を行うとともに、市町村や地域住民等が
連携した地域活動の実践を促進するのに要する
経費

労働力不足に対応
した機械化農業推
進事業費（新規）

4,340 農業の労働力不足に対応するため、メーカー
との協働による自動作業トラクターなどの最先
端農業機械の有効性の実証、国の研究機関との
共同研究の提案等により最先端農業機械の導入
を推進するのに要する経費

女性農業者の活躍
応援事業費（新規）

4,230 女性の活躍による農山漁村の活性化を図るた

め、女性農業者を対象とした交流会、セミナー

を開催するとともに、女性農業者の地域貢献活

動を支援するのに要する経費

◦女性農業者活躍応援事業費補助 2,000
補助金交付先 女性農林漁業者
補 助 率 定額
補 助 限 度 額 200

◦県推進事業費 2,230

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県産品戦略的

販売促進事業費

74,184

⑴ ブランド化
促進事業費

2,188 県産品の知名度向上と販売促進を図るため、

首都圏メディアやバイヤーへの情報発信や多面

的なＰＲ活動に要する経費

⑵ 旗艦商品開
発アドバイス
事業費

4,585 県産品のブランド力向上を図るため、本県を

代表するような商品の創出に取り組む事業者に

対する専門家アドバイス及び試作品改良のため

のテストマーケティングに要する経費

⑶ 地域産品ブ
ランド化推進
体制構築事業
費

16,542 地域産品のブランド化に地域が主体的に取り

組む体制を構築するため、ブランド化を目指す

意欲のある産地に対し、専門家チームによる実

践活動等へのアドバイスを行うとともに、（地独）

青森県産業技術センターと産地関係者等による

コンソーシアムが行うブランド力強化に向けた

研究開発等を支援するのに要する経費

◦地域産品ブランド化推進体制構築促進事業

費 10,239

◦地域産品ブランド化高付加価値技術導入事

業費 6,303

・地域産品ブランド化高付加価値技術導入

事業費補助 6,000

補助金交付先 コンソーシアム
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 1,500

・県推進事業費 303

⑷ あおもり産
品販売ネット
ワーク強化対
策事業費

28,242 県産品の販路と取引量の更なる拡大を図るた

め、大手量販店等とのネットワークを活用した

販売促進活動や情報発信力の高い高級店に対す

る販売促進活動を展開するとともに、市町村と

民間企業が連携した地域主体の販売促進体制の

構築に向けたモデル的な活動を実践するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 青森プレミ
アム産品マッ
チング推進事
業費

22,627 西日本をターゲットとした県産品の販路拡大

に向け、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」を最大限活用

した県産品のＰＲ及び展示商談会、実需者との

マッチング支援等を行うとともに、大阪で開催

される食博覧会に出展するのに要する経費

◦青森プレミアム産品取引促進事業費 7,121

◦青森プレミアム産品販路開拓推進事業費

10,021

◦関西圏県産品情報発信強化事業費（新規）

5,485

あおもり産品消費
宣伝対策強化促進
事業費

61,146 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上、

消費拡大を図るため、関係団体が実施する消費

宣伝活動及び関係団体が連携して実施する総合

的な県産品の消費宣伝活動を支援するのに要す

る経費

◦あおもり産品消費宣伝対策強化促進事業費

補助 61,000

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

◦県推進事務費 146

「青森の食」総合
的情報発信事業費

22,375 本県の食の魅力を県内外から強力に発信して

いくため、ＪＲ東日本等と連携した情報発信、

「あおもり食のエリア」の充実、首都圏飲食店

等への情報発信等に要する経費

◦民間企業との連携等による情報発信事業費

10,682

◦「あおもり食のエリア」活性化事業費

3,453

◦販路開拓情報提供活動事業費 8,240

青函エリア食のプ
ロモーション推進
事業費

11,429 北海道新幹線開業効果を継続的に獲得してい

くため、青函圏を切り口にＪＲ東日本、北海道

等と連携した情報発信や青函産品の相互販売に

よる食のＰＲ、青函交流商談会を行うのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県産品情報発信基
盤強化事業費

5,218 県産品情報発信基盤の強化を図るため、県産
品情報発信サイト「青森のうまいものたち」の
充実強化、各種デバイスへの対応等を行うのに
要する経費

トップシェフのネッ
トワーク活用によ
る県産食材ＰＲ事
業費

2,500 トップシェフや料理人のネットワークを活用
し、県産食材のＰＲと販路拡大を図るため、トッ
プシェフによる料理講座と全国料理人等による
産地訪問を実施するのに要する経費

あおもり米「青天
の霹靂」ブランド･
プロモーション事
業費

102,382 県産米「青天の霹靂」のブランド確立のため、
生産体制の強化や販売戦略に基づくプロモーショ
ン活動等を総合的に実施するのに要する経費

⑴ 旨さ確実「青
天の霹靂」特
Ａブランド米
生産体制強化
事業費

18,280 良食味で高品質な「青天の霹靂」の生産体制
の強化を図るため、生産指導プロジェクトチー
ムによる指導や品質向上プログラムの作成を行
うとともに、農協等集荷団体が行う生産指導や
区分出荷を支援するのに要する経費
◦旨さ確実「青天の霹靂」特Ａブランド米生
産体制強化事業費補助 8,650
・生産指導体制強化分 1,750

補 助 率 １
２

補助限度額 250
・区分出荷体制強化分 6,900

補 助 率 １
３

補助限度額 767
※補助金交付先は農協等集荷団体

◦県推進事業費 9,630

⑵ あおもり米
「青天の霹靂」
ブランド確立
推進事業費

（新規）

84,102 「青天の霹靂」のブランド確立のため、販売
戦術を検討し、マスメディア等によるイメージ
戦略、首都圏や関西圏等でのプロモーション活
動等を展開するとともに、県産米需要拡大推進
本部が行う宣伝対策を支援するのに要する経費
◦「青天の霹靂」ブランド確立推進事業費補
助 26,000
補助金交付先 県産米需要拡大推進本

部
補 助 率 １

３
◦県推進事業費 58,102

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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上北の地元に愛さ
れる「まっしぐら」
応援事業費

3,807 県産米「まっしぐら」の良食味生産と消費拡

大を図るため、地産地食に向けた協議会の運営、

実需者との意見交換会や米づくり研修会、地元

農業者で結成する応援隊や協力店によるＰＲ活

動等を行うのに要する経費

産地直売所を核と
した地域活性化推
進事業費

4,405 地域ニーズに応じた多様な地域貢献に取り組

む産地直売所を育成するため、産地直売所と地

域が連携したモデル的な地域活性化の取組みを

支援するのに要する経費

◦産地直売所を核とした地域活性化推進事業

費補助 1,800

補助金交付先 産地直売所

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 300

◦県推進事業費 2,605

だし活！健活！減

塩推進事業費

8,647 減塩による健康寿命の延伸と県産農林水産物

の付加価値向上を図るため、県産だし素材やだ

し商品の普及・指導を行う「だし活伝道師」の

育成、量販店や食品スーパー等における「だし

活」のＰＲ活動、ギフト市場開拓等に向けたマー

ケティングリサーチ等を行うのに要する経費

あおもり食産業関

連事業費

68,256

⑴ あおもり食

産業づくり推

進事業費

5,155 本県食産業の充実強化を図るため、食産業ア

ドバイザーや相談窓口の設置、事業者間の情報

交換のための食産業支援サイトの運営、食産業

展示イベント、相談会及び研修会の開催等に要

する経費

⑵ ６次産業化

ネットワーク

活動事業費

34,738 農林漁業者と地域の様々な事業者等が連携し

て取り組む６次産業化を推進するため、サポー

トセンターの設置・運営、加工・販売施設の整

備等に対して支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―62―



◦６次産業化ネットワーク活動支援体制整備
事業費補助 12,089
補助金交付先 （地独）青森県産業技術セ

ンター
補 助 率 定額（国1010）

◦６次産業化ネットワーク活動整備事業費補
助 22,649
補助金交付先 農林漁業の生産法人等
補 助 率 １

２（国
１
２）、

３
10（国

３
10）

⑶ 中間加工連
携強化対策事
業費

7,418 中間加工分野の強化を図るため、食品製造業
者の指導管理者を対象に品質管理や加工技術等
向上に向けたセミナーを開催するとともに、地
域内の複数の食品製造業者等が連携して取り組
む商品開発を支援するのに要する経費
◦中間加工従事者育成支援事業費 1,020
◦中間加工地域内連携強化支援事業費 6,398
・中間加工地域内連携強化事業費補助

4,000
補助金交付先 食品製造業者
補 助 率 １

３
補 助 限 度 額 400

・県推進事業費 2,398

⑷ 「地域の６
次産業化」拡
大発展事業費

（新規）

11,904 ６次産業化の取組拡大のため、市町村の積極
的な取組みを促しながら、セミナーを開催する
とともに、農林漁業者が「地域の６次産業化」
に取り組む際の初期経費や受託加工を新たに開
始するための機材のリース導入等に対して支援
し、受託加工を担う中核プレーヤーを育成する
のに要する経費
◦「地域の６次産業化」スタートアップ支援
事業費補助 4,800
補助金交付先 農林漁業者
補 助 率 １

３（市町村が６次産業
化推進方針を策定（見
込）の場合１２）

補 助 限 度 額 400

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦「地域の６次産業化」中核プレーヤー育成

支援事業費補助 4,500

補助金交付先 農林漁業者、食品加工

業者等

補 助 率 １
２（機材のリース導入

は１４）

補 助 限 度 額 1,500

◦県推進事業費 2,604

⑸ 業務用加工
食品ビジネス
拡大事業費

（新規）

9,041 業務用加工食品の生産拡大に向け、業務用加

工食品データベースの作成や介護食ビジネスへ

の参入可能性調査等を行うとともに、食品加工

業者が食品卸業者と共同で行う商品開発に対し

て支援するのに要する経費

◦業務用加工食品開発支援事業費補助 1,500

補助金交付先 食品加工業者

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 7,541

未来へ伝えるあお
もりの食推進事業
費

21,085

⑴ 次代へつな
げるあおもり
食育県民運動
充実事業費

2,504 食育推進計画の推進と民間による食育啓発活

動の促進を図るため、食育指導者研修会等を実

施するとともに、地域の関係者が連携して取り

組む食育活動に対して支援するのに要する経費

◦地域の魅力再発見食育推進事業費補助

1,408

補助金交付先 市町村、民間団体等

補 助 率 １
２（国

１
２）

◦県推進事業費 1,096

⑵ 地域に根ざ
した食育活動
推進事業費

2,850 食育推進計画の実現に向けたあおもり食育サ
ポーターによる地域や世代ごとの課題に応じた
食育活動を推進するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 県民の食育
実践向上事業
費 （新規）

10,338 県民の食育実践を促すため、地域の特色を生
かした食農体験、自炊できる若者を育成するた
めの講義、野菜を食べようキャンペーン等の食
育実践支援活動を展開するとともに、食育推進
に向けたシンポジウムを開催するのに要する経
費

⑷ りんごの食
習慣づくりス
テップアップ
事業費

5,393 県内外における本県産りんごに対する理解の
促進とりんごを食べる習慣の定着を図るため、
小学生を対象にした「青森りんごキッズ」の認
定や、本県への留学生等を通じた海外への青森
りんごの情報発信に要する経費

鳥獣被害防止広域
連携体制整備促進
事業費

2,850 鳥獣による農作物被害の発生を防止するため、
市町村に対し被害防止計画の作成や地域ぐるみ
の被害対策を促すとともに、鳥獣被害対策実施
隊におけるニホンジカ捕獲体制の整備に向けた
研修会等を行うのに要する経費

健康な土づくりレ
ベルアップ事業費

（新規）

9,573 第２期「日本一健康な土づくり」推進プラン
の実現に向け、普及指導員等を対象とした指導
力向上研修、土壌生物性分析を活用した土づく
り技術の高度化、国際規格の認証ＧＡＰの取得
支援、エコ農産物の生産者と実需者のマッチン
グ等を行うのに要する経費
◦健康な土づくり指導力向上推進事業費

2,828
◦健康な土づくり高度化推進事業費 1,395
◦認証ＧＡＰ取得産地育成・定着化事業費

1,478
・認証ＧＡＰ取得産地育成推進事業費補助

900

補助金交付先 生産者団体等

補 助 率 １
２

・県推進事業費 578

◦農薬低減技術確立・普及推進事業費 1,595

◦エコ農産物生産・販売連携強化推進事業費

2,277

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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新たな経営安定支
援制度移行円滑化
対策事業費

1,300 農業経営全体を対象とした新たなセーフティ
ネットとして国が導入することとした「収入保
険制度」への円滑な移行に向けて、関係機関と
の情報共有や加入条件である青色申告の普及啓
発等を行うのに要する経費

ＪＡによる農業労
働力不足解消促進
事業費 （新規）

4,355 農業の労働力不足解消のため、労働力不足の
実態調査、対策の検討等を行うとともに、農協
による有料職業紹介サービスを活用した職業紹
介の取組みを支援するのに要する経費
◦農協職業紹介事業強化支援事業費補助

1,890
補助金交付先 農協
補 助 率 １

２
◦県推進事業費 2,465

農業人材力強化総
合支援事業費

1,083,985 農業の担い手となる新規就農者を確保するた
め、就農前の研修期間及び経営が不安定な就農
直後の所得を確保する資金を交付するのに要す
る経費
◦農業次世代人材投資事業費補助 1,071,580

補助金交付先 （公社）あおもり農林業支
援センター、市町村

補 助 率 10
10

交 付 対 象 者
準 備 型 営農大学校生、先進農

家での研修者等
経営開始型 市町村の人・農地プラ

ンに位置付けられてい
る独立・自営農業者

交 付 限 度 額 １年につき150万円
交 付 期 間 準備型は２年以内、経

営開始型は５年以内
◦農業人材力強化総合支援事業事務費補助

5,494
◦農業人材力強化総合支援事業市町村活動費
補助 4,943

◦県推進事務費 1,968

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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農山漁村「地域経
営」担い手育成シ
ステム確立推進事
業費 （新規）

65,308 農業・農村の持続的発展を図るため、将来の

農山漁村の「地域経営」を支える組織等が主体

的に行う取組み及び地域経営体による経営発展

や地域貢献の取組みに対して支援するとともに、

関係機関が一体となった人材育成や農業経営の

法人化推進等に取り組むのに要する経費

◦農山漁村「地域経営」レベルアップ事業費

補助 50,000

・地域マネジメント分

補助金交付先 地域担い手育成総合

支援協議会等

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 2,000

・地域経営体育成分

補助金交付先 地域経営体及びその

候補となる経営体

補 助 率

ソ フ ト 事 業 定額

ハ ー ド 事 業 １
２

補 助 限 度 額

ソ フ ト 事 業 2,000

ハ ー ド 事 業 2,500

◦地域経営サポート事業費 5,000

◦若手農業トップランナー強化支援事業費

3,086

◦地域をリードする農業法人育成事業費
7,222

地域農業を支える
新規就農者定着促
進事業費

6,117 新規就農者の確保・定着を図るため、利用可

能な空きハウス等の情報共有体制や産地ぐるみ

で新規就農者をサポートするモデル体制を構築

するとともに、農業高校生に対する就農事例等

の紹介や営農大学校を活用した講座等による知

識・技術習得の支援を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森ならではのグ
リーン・ツーリズ
ム確立事業費

（新規）
（東北観光復興対
策交付金活用事業）

20,046 国内外のグリーン・ツーリズム宿泊客の受入
拡大のため、北海道・首都圏及び台湾・タイ等
において誘客促進活動を行うとともに、教育旅
行プログラムや体験メニューの開発に向けたモ
ニターツアー等を実施するのに要する経費

農地中間管理機構
関連事業費

628,647
債務負担
行為設定
額
484,175

農業経営の規模拡大や農地の集約化による農
地利用の効率化・高度化を図るため、農地中間
管理機構が行う事業に対する支援等に要する経
費

⑴ 農地中間管
理機構事業費

209,326
債務負担
行為設定
額
484,175

農地中間管理機構が農地を借り受け、集約化
したうえで意欲ある担い手に貸し付ける事業等
に対して支援するのに要する経費
◦農地中間管理機構事業費補助 206,594

補助金交付先 農地中間管理機構
補 助 率 定額
補助対象経費 借受農地に係る賃料、

機構活動費、機構職員
人件費等

◦県推進事業費 2,732

⑵ 機構集積協
力金交付事業
費

419,166 農地中間管理機構を活用して農地を貸し付け
た離農者等に対する協力金の交付に要する経費
◦経営転換協力交付金 317,652

交付対象者 離農者等
交付限度額 70万円／戸

◦耕作者集積協力交付金 31,383
交付対象者 農地中間管理機構が借り

受けた農地の隣接農地所
有者等

交付限度額 10,000円／10ａ
◦地域集積協力交付金 69,362

交 付 対 象 農地の一定割合以上が農
地中間管理機構に貸し付
けられている地域

交付限度額 27,000円／10ａ

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦農地集積推進事業費補助 317
※交付金及び補助金交付先は市町村
◦県推進事業費 452

⑶ 農地集積・
集約化対策基
金積立金

155 農地中間管理機構事業及び機構集積協力金交
付事業を実施するための農地集積・集約化対策
基金の積立てに要する経費

営農大学校施設整
備事業費（新規）

7,695 老朽化が進行している営農大学校施設の長寿
命化のための整備等に係る設計に要する経費

経営所得安定対策
直接支払推進事業
費

173,007 農業経営の安定や国内生産力の確保等を目的
とする経営所得安定対策を推進するための市町
村への指導及び市町村等が行う作付確認等に対
する支援に要する経費
◦経営所得安定対策直接支払推進事業費補助

170,000
補助金交付先 市町村、県農業再生協

議会
補 助 率 10

10（国
10
10）

◦県推進事業費 3,007

水田農業複合化や
さい産地力向上事
業費

170,336 稲作農家の所得向上に向け、野菜作付けによ
る経営複合化を促進するため、地域の営農戦略
として定めた「産地パワーアップ計画」の策定
や新規作付者への農業機械の導入等の支援を行
うとともに、野菜産地づくりに向けた技術指導
等を行うのに要する経費
◦水田農業複合化やさい産地力向上事業費

1,736
◦産地パワーアップ事業費補助（再掲）

168,600

青森にんにく革新
技術実用化事業費

13,941 生産量日本一のにんにく産地の維持拡大のた
め、土壌病害虫防除技術及び品質低下対策技術
の実用化に取り組むとともに、技術普及に向け
た検討会等を開催するのに要する経費

あおもりながいも
産地改革推進事業
費 （新規）

6,199 ながいもの生産性向上のため、優良種苗の安
定生産技術の開発、単収向上に向けた新技術や
規模拡大に向けた省力技術の実証、「ながいも
の達人」等による若手生産者の育成等を行うの
に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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農林水産業関連施
設整備事業費補助

1,784,847 生産から流通までの共同利用施設や農林水産
業関連機械の整備に要する経費に対する補助
◦市場対策費補助 70,099

補助率 １
３（国

１
３）

◦農業生産総合対策事業費補助 877,500
補助率 １

２（国
１
２）

◦果樹産地総合整備事業費補助 282,450
補助率 １

２（国
１
２）

◦林業・木材産業等振興施設整備事業費補助

293,798

補助率 １
２（国

１
２）、

１
３（国

１
３）

◦水産業強化支援事業費補助（新規）261,000

補助率 １
２（国

１
２）、

４
10（国

４
10）

※補助金交付先は市町村、事業実施主体は市

町村、農協、営農集団、漁協等

産地パワーアップ

事業費補助

463,424 水田、畑作、野菜、果樹等について、地域の

営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」

に基づき、農業者等が高収益な作物・栽培体系

への転換を図るための取組みに要する経費に対

する補助

補助金交付先 市町村等

事業実施主体 農業者、農業者団体等

補 助 率

整 備 事 業 １
２

生産支援事業 １
２、定額

効果増進事業 定額

青森県りんご経営

安定対策事業費

（新規）

274,262 りんご産業の持続的な発展を支えるための緊

急需給調整対策及び経営安定対策に要する経費

⑴ 緊急需給調

整特別対策事

業費補助

15,180 ９月から翌年１月の期間において、りんごの

市場価格が一定基準を下回った場合等に、りん

ごの価格浮揚を図るための緊急需給調整特別対

策事業の実施に要する基金の造成に要する経費

に対する補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 （公社）県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 25％（ほかに国50％、商

協連・全農県本部25％）

⑵ りんご緊急
需給調整対策
事業費補助

38,500 ２月から３月の期間において、りんごの在庫

量が一定基準を上回った場合等に、りんごの価

格浮揚を図るためのりんご緊急需給調整対策事

業の実施に要する基金の造成に要する経費に対

する補助

補助金交付先 （公社）県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％（ほかに市町村15％、

商協連・全農県本部50％）

⑶ りんご経営
安定対策事業
費補助

220,582 りんごの価格が大幅に下落した場合に、生産

者が次年度の再生産を図るためのりんご経営安

定対策事業の実施に要する基金の造成に要する

経費に対する補助

補助金交付先 （公社）県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％（ほかに市町村15％、

生産者50％）

次世代に繋ぐ新た
な「りんごづくり」
確立事業費

8,438 生産者の高齢化や補助労働力不足が進むりん

ご産地において、安定した生産体制を確保する

ため、ハイテク技術を活用した労働力軽減手法

及び補助労働力確保のための労働力供給システ

ムの構築を検討するとともに、共同防除組織の

再編による広域化を支援するのに要する経費

◦共同防除組織広域化支援対策事業費補助

900

補助金交付先 県共防連

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 7,538

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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おうとう「ジュノ
ハート」ブランド
化推進事業費

（新規）

7,700 平成32年に本格デビュー予定のおうとう新品

種「ジュノハート」のブランド化に向け、ブラ

ンド化推進協議会において生産と販売が一体と

なった全体戦略を構築するとともに、出荷基準

の設定や輸送試験等により生産・販売態勢を整

備するのに要する経費

産地と実需者をつ
なぐ「高品位加工
りんご」推進事業
費 （新規）

5,155 需要が増加しているカットりんごなどの原料

である「高品位加工りんご」の安定供給体制を

確立するため、生産者をネットワーク化し、実

需者とのマッチング体制を構築するとともに、

加工専用園導入に向けた実証等を行うのに要す

る経費

水田を活用した飼
料自給力向上対策
事業費

6,944 県産飼料穀物を活用した高付加価値畜産物の

生産及び低コストで高タンパク質な自給飼料の

安定確保のため、転作田における子実とうもろ

こしの生産実証を行うとともに、大豆ＷＣＳ等

の高タンパク質自給飼料の生産技術を確立する

のに要する経費

明日の酪農を担う
後継者育成対策事
業費

4,753 酪農後継者を確保・養成するため、酪農後継

者を受け入れるための新たな連携体制を構築す

るとともに、高校生等を対象とした酪農知識習

得のための出前講座等を実施するのに要する経

費

あおもり和牛全国
評価向上対策事業
費

4,980 平成29年に宮城県で開催される全国和牛能力

共進会での上位入賞を目指し、優良出品牛の選

抜のための指導等を行うとともに、共進会にお

ける県産和牛のＰＲ等に対する支援等を行うの

に要する経費

◦県産和牛知名度向上対策事業費補助 2,448

補助金交付先 （公社）全国和牛登録協会

青森県支部

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 2,532

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり短角牛再
生緊急対策事業費

（新規）

5,940 日本短角牛の飼育頭数の増加に向け、繁殖雌

牛の増頭と生産コストの削減を図るため、雌雄

判別技術を活用した雌牛の双子生産実証等に取

り組むとともに、地域飼料資源を活用したＴＭ

Ｒ飼料の給与実証に対する支援等を行うのに要

する経費

県産和牛生産基盤
強化対策事業費

2,069 県産和牛の品質向上による生産基盤の強化を

図るため、りんごの搾りかすやにんにく等の青

森らしさを加味した新たな飼料給与の技術指導

等を行うのに要する経費

あおもり食産業を
守る獣医師確保・
育成対策事業費

8,761 県の獣医師職員不足に対処するため、修学資

金の給付、獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流、県獣医師職員を対象とした技能

向上研修の充実等の総合的な獣医師確保対策に

要する経費

◦産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

5,915

・通常分

給 付 対 象 者 獣医系大学に在籍す

る４年生以上の学生

給付対象人員 ４人

・地域枠入試分

給 付 対 象 者 県内高校出身者で獣

医系私立５大学に地

域枠入試で合格した

者

給付対象人員 ４人

※負担金交付先は（一社）県畜産協会等、負担

率は１２
◦県推進事業費 2,846

林地台帳等作成支
援事業費

40,500 市町村における林地台帳等の円滑な整備を推
進するため、林地台帳等の原案を作成・提供す
るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県産材需要拡大・
販売力強化事業費

（新規）

8,268 県産材の需要拡大と販売力強化のため、新た
な分野の市場向け製品開発に要する経費に対し
て支援するとともに、公共建築物等の木造・木
質化を推進するマニュアル作成、実需者向けプ
ロモーション活動等を行うのに要する経費
◦県産材需要拡大事業費補助 3,100
・研究開発費分 1,400

補 助 率 定額
補助限度額 1,400

・その他分 1,700
補 助 率 １

２
補助限度額 1,700

※補助金交付先はコンソーシアム
◦県推進事業費 5,168

あおもり産野生き
のこ安全性実証事
業費

6,967 県産野生きのこ類の風評被害の払拭と出荷制
限の早期解除に向け、野生きのこのサンプリン
グ活動及び安全性検証を行うのに要する経費

県産きのこ原木供
給体制整備事業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

1,723 県産きのこ原木の安定供給を図るため、原木
林所有者等に対し育林技術向上研修会を開催す
るとともに、原木生産及び原木林造成普及に向
けた冊子の作成等を行うのに要する経費

松くい虫被害対策
関連経費

65,071 松くい虫被害の拡大防止のため、被害木の早
期発見・早期駆除を徹底するとともに、監視体
制を強化するのに要する経費
◦松くい虫被害予防総合対策事業費 17,319
◦松くい虫被害緊急対策事業費 47,752

青い森再造林加速
化事業費（新規）

5,035 再造林の着実な実施による森林資源の循環利
用を促進するため、コンテナ苗を使用した一貫
作業システムのモデル実施に要する経費に対し
て支援するとともに、社会全体で再造林を支援
する新たな仕組みを検討するのに要する経費
◦青い森再造林加速化事業費補助 1,014

補助金交付先 森林所有者
補 助 率 １

２
◦県推進事業費 4,021

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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再造林推進種苗生
産体制整備事業費

9,297 再造林放棄地の解消と森林所有者等の造林意
欲の向上を図るため、社会的に需要の高いカラ
マツと花粉症対策スギの種苗生産体制を整備す
るのに要する経費

県民環境林管理・
経営事業費

295,568 平成25年４月に㈳青い森農林振興公社から県
に移管した分収林の管理・経営に要する経費

中山間型土地改良
推進事業費（新規）

6,556 地形条件が厳しく水田の大区画化や樹園地整
備に制約がある中山間地域での農作業の効率化・
省力化を図るため、農業者自らが実施できる簡
易な基盤整備のモデルやりんご園の園内道の整
備基準の検討及び実証等を行うのに要する経費

ため池の安全・安
心力アップ事業費

3,959 自然災害発生時におけるため池の安全度向上
を図るため、ため池管理者に対し今後の管理の
方向性についての意向調査を行うとともに、ハー
ド対策・ソフト対策を組み合わせた「ため池中
期プラン」を策定するのに要する経費

中山間地域等直接
支払交付金交付事
業費

679,483 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機
能を確保するため、中山間地域等において農業
生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を
行う市町村に対する交付金の交付等に要する経
費

直接支払対象地域
国設定地域（地域振興４法指定地域）及
び県特認地域

対象農用地
急傾斜地、小区画・不整形な水田、緩傾
斜地等

◦中山間地域等直接支払交付金 657,484
交付金交付先 市町村
交付対象面積 10,105ha
負 担 割 合
国設定地域 国１２、県

１
４、市町村

１
４

県特認地域 国１３、県
１
３、市町村

１
３

◦市町村推進事務費補助 17,999
◦県推進事務費 4,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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旬が美味しい青森
のおさかな消費拡
大事業費

3,543 旬の水産物の県内消費の拡大を図るため、消

費者、流通業者、漁業関係者等と魚食普及の方

向性を検討し、簡単で美味しい食べ方をＰＲす

るほか、量販店等と連携した魚の旬の体験イベ

ントの開催を支援するのに要する経費

◦旬が美味しい青森のおさかな消費拡大事業

費補助 1,200

補助金交付先 漁協、漁業者団体

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 2,343

「あおもりの肴」
オーセンティック
事業費 （新規）

8,430 県産水産物の価格向上と消費拡大のため、漁

業者によるスーパー等での直接販売や、鮮度保

持技術の開発・普及などによる販売力の強化に

取り組むとともに、各種広報媒体等を活用して、

魚介類と相性の良い県産品とを組み合わせたＰ

Ｒ活動を展開するのに要する経費

あかいか漁場予測
システム実用化事
業費

6,660 効率的操業体制を確立し、いか釣り漁業の経

営改善を図るため、国等が開発した探索モデル

を活用し、本県独自のあかいか漁場探索技術の

開発を行うのに要する経費

浜を支える漁協合
併促進事業費

（新規）

2,600 合併による漁協の経営基盤強化を図るため、

合併の合意形成に向けた協議を促進する取組み

に対して支援するとともに、合併協議会の運営

指導等を行うのに要する経費

◦漁協合併合意形成促進事業費補助 2,000

補助金交付先 （公社）県漁協経営安定対

策協会

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 600

浜の未来を担う人

財ステップアップ

事業費

1,826 漁村地域の活性化を図るため、セミナーやワー

クショップを開催し、地域を牽引する人材を育

成するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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漁業取締船代船建

造事業費

（むつ小川原地域

産業振興基金活用

事業）

103,977

債務負担

行為設定

額

554,520

漁業取締船「はやかぜ」の代船建造に要する

経費

代船の概要

総トン数 50トン級

船 質 アルミ軽合金

最高速力 30ノット以上

未来につなぐさけ
漁業推進事業費

2,760 海洋環境等の変化に対応した持続可能なふ化

放流体制の確立を図るため、関係者によるふ化

放流体制の検討及びふ化場への閉鎖循環型シス

テム導入の実証試験を行うのに要する経費

カワウによる内水
面魚類被害防止対
策事業費

3,853 カワウによる内水面漁業への被害拡大を防止

するため、被害状況を調査し、カワウ適正管理

計画を策定するとともに、関係者が連携して個

体数管理及び被害対策に取り組むのに要する経

費

持続可能なほたて
がい生産推進事業
費 （新規）

4,880 良質なほたてがいの安定生産体制を構築する

ため、ほたてがい養殖の現状や過密養殖による

影響等の調査を実施するとともに、新たな生産

体制構築に向けた検討を行うのに要する経費

ほたてがい輸出拡
大推進事業費

8,295 ＥＵにおける成貝需要の拡大に対応するため、

出荷期間の変更に向けた調査・検討を行うとと

もに、成貝安定生産技術の実証と普及活動を行

うのに要する経費

八戸前沖さばブラ

ンド力向上復興促

進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

33,027 八戸地域の水産加工業の復興を図るため、さ

ばの種類及び粗脂肪について効率的に選別可能

な技術を開発・実証するのに要する経費

なまこ種苗低コス

ト化実証事業費

（新規）

3,000 なまこ資源量の増大を図るため、モデル漁港

において、低コスト種苗生産技術の検討及び実

証試験を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―77―



漁港活用養殖漁業
推進事業費

10,000 高齢化や後継者不足に対応した漁業生産体制
の構築を図るため、日本海沿岸の漁港内におけ
る未利用水域を活用した養殖手法の検討及び実
証試験を行うのに要する経費

農林水産部
観光国際戦
略局

青森りんご国際競
争力強化事業費

10,016 青森りんごの「高品質・良食味」を生かした
輸出拡大を図るため、輸出りんごの生産を牽引
する中核的生産者の育成及び輸出相手国のニー
ズや輸入規制に対応した輸出体制の構築を図る
とともに、台湾・香港市場における販売対策等
を実施するのに要する経費
◦りんご輸出産地人財育成事業費 4,261

事業内容 中核的生産者育成研修、生
産者による台湾での店頭販
売体験、香港での流通状況
調査等

◦青森りんご輸出促進支援事業費 5,755
・青森りんご輸出促進支援事業費補助

1,898
補助金交付先 （一社）県りんご輸出協

会
補 助 率 １

２
補助対象事業 台湾における小売業

者等との意見交換会、
台湾及び香港卸売業
者等の招請による産
地視察等

・県推進事業費 3,857
事 業 内 容 台湾政府等に対する

要請活動、香港・ベ
トナムでの流通状況
調査等

県土整備部 県費単独道路事業
費

8,706,673 橋梁補修対策費 741,693
市町村合併支援道路整備事業費 50,000
道路建設改良費 334,000
道路整備事業費 1,238,517
橋梁架替費 280,480

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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道路維持補修費 343,483
舗装道維持修繕費 2,417,679
道路災害防除費 890,000
建設機械整備費 255,747
道路環境美化対策費 88,735
道路交通安全対策費 782,000
防雪費 665,539
一般除雪費 570,000
東八甲田ルート除雪費 33,800
凍上対策費 15,000

下北地域広域避難
路確保対策事業費

1,300,000 災害時における下北地域の広域的な避難経路
の確保を図るため、関係者が一体となった検討･
調査や既存路の改良を行うのに要する経費
◦下北地域広域避難路基本調査費 30,000
◦下北地域広域避難路整備事業費（電源三法
交付金活用事業） 1,270,000

県費単独河川砂防
事業費

3,797,513
債務負担
行為設定
額
58,000

河川維持工事費 1,678,567
河川改良工事費 415,000
砂防維持工事費 30,000
砂防整備費 637,925
急傾斜地対策費 618,147
海岸維持工事費 417,874

県費単独港湾事業
費

657,333 港湾維持工事費 657,333

建設産業再生・活
性化関連事業費

14,594

⑴ 建設産業再
生・活性化促
進事業費

1,510 新分野進出連絡会議等による建設企業の新分
野進出支援及び本県建設産業における取組状況
等の現況調査に要する経費

⑵ 建設産業新
分野進出チャ
レンジ企業支
援事業費

（新規）

4,092 県内建設企業の経営の多角化による経営基盤
の強化を図るため、県内建設企業の新分野進出
の事例を紹介するとともに、新分野事業への進
出を支援するのに要する経費
◦建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事
業費補助 3,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 建設企業
補 助 率 １

３
◦県推進事業費 1,092

⑶ 建設業女性
活躍推進事業
費 （新規）

3,117 建設業への女性の入職及び定着を促進するた
め、建設企業経営者と女性建設技術者との意見
交換会、ウェブサイトを活用した先進事例紹介、
女性建設技術者ネットワーク会議等を実施する
のに要する経費

⑷ 建設新技術
発掘・展開強
化事業費

4,273 県内建設企業の技術力・経営力強化を図るた
め、調査段階にある新技術の発掘や国の認定制
度の登録に向けた支援を行うとともに、県外の
新技術展示会に出展するのに要する経費
◦建設新技術発掘・展開強化事業費補助

2,000
補助金交付先 建設企業
補 助 率 １

３
◦県推進事業費 2,273

⑸ 働かせたい･
働いてよかっ
た建設業発信
事業費

1,602 建設業の担い手を確保するため、小中学生を
対象とした写真コンテスト、高校生等と若手技
術者との意見交換会、親子土木施設見学バスツ
アーなどを建設業者団体と協働して実施するの
に要する経費

防災公共推進関連
事業費

72,513 災害に対する危機管理体制の強化と県民の命
を守るための防災に関するインフラ整備の検討
に要する経費

⑴ 防災物流イ
ンフラ強化計
画策定事業費
（東日本大震
災復興推進基
金活用事業）

13,933 大規模災害時に避難所や防災・物流拠点等を
結ぶ物流インフラ網を形成するため、物流拠点
の調査・検討やルート設定等を実施し、防災物
流インフラ強化計画を策定するのに要する経費

⑵ 洪水等タイ
ムライン策定
事業費（新規）
（東日本大震
災復興推進基
金活用事業）

17,475 洪水や津波による被害の最小化を図るため、
事象発生時から避難に至るまでの関係者の行動
を時系列で整理した防災行動計画を策定するの
に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 津波災害警
戒区域指定に
関する基礎調
査事業費
（東日本大震
災復興推進基
金活用事業）

28,000 津波による人的災害を防止するため、警戒避
難体制を特に整備すべき土地の区域を「津波災
害警戒区域」として指定するための基礎調査等
を実施するのに要する経費

⑷ 港湾におけ
る防災・減災
対策事業費
（東日本大震
災復興推進基
金活用事業）

9,428 港湾の防災・減災機能の強化を図るため、重
要港湾におけるＢＣＰ（事業継続計画）訓練を
実施するとともに、地方港湾における津波避難
誘導計画の策定等を行うのに要する経費

⑸ 青森空港Ｂ
ＣＰ連携強化
事業費
（東日本大震
災復興推進基
金活用事業）

3,677 青森空港の防災拠点としての機能強化を図る
ためのＢＣＰ訓練及び評価分析の実施に要する
経費

情報化施工技術普
及支援事業費

5,004 県内建設企業における情報化施工技術を活用
した生産性等の向上を図るため、技術導入に向
けた実態調査等を実施するとともに、技術説明
会、体験型現場見学会を開催するのに要する経
費

土木系人財県内定
着プロジェクト推
進事業費（新規）

4,441 土木系の学生の県内定着及びＵＩＪターンを
促進するため、県内外の大学等とのパートナー
シップ協定を締結し、またフォーラムを開催す
るとともに、県内企業によるインターンシップ
の実施により企業の受入態勢構築等を行うのに
要する経費

情報共有システム
を用いた建設工事
生産性向上事業費

（新規）

1,766 県発注工事における受発注者双方の意志決定
の迅速化により生産性の向上を図るため、図面
や資料等をインターネットを介して共有する工
事情報共有システムのモデル的利用及び効果検
証を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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奥入瀬渓流の新た
な交通システム活
用によるエコツー
リズム強化事業費

10,194 国道103号奥入瀬（青橅山）バイパス完成後
の奥入瀬渓流の環境保全及び新たな交通システ
ムによる利活用を図るため、適正管理と利活用
の検討、新たな交通システムに係る社会実験・
モデルツアーの試行等に要する経費

洪水浸水想定区域
策定事業費

49,319 洪水発生時における地域住民の円滑な避難行
動を支援し、被害の最小化を図るための浸水想
定区域の策定に要する経費

八戸港コンテナ定
期航路開設促進事
業費補助

8,000 八戸港の新たなコンテナ定期航路の開設を促
進するため、海運会社が新規のコンテナ定期航
路を開設するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 八戸港国際物流拠点化推
進協議会

補 助 率 １
３（国際コンテナ定期航
路については、ほかに八
戸市１３）

補 助 限 度 額

国際コンテナ定期航路 1,000

国際フィーダー航路 2,000

八戸港コンテナ貨
物震災復興推進事
業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

38,200 八戸港のコンテナ貨物取扱量の増加を図るた

め、八戸港を利用して輸出入を行う荷主企業に

対する助成金の交付及びＰＲ活動に支援すると

ともに、ポートセールスを行うのに要する経費

◦八戸港コンテナ貨物利用促進事業費補助

37,000

補助金交付先 八戸港国際物流拠点化

推進協議会

補 助 率 10
10

◦県推進事業費 1,200

ロジスティクス推

進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

10,700 「青森県ロジスティクス戦略」に基づく将来

の北東アジアにおけるグローバル物流拠点化を

図るため、県産品の輸出における最適な輸送手

段の検討、北極海航路の寄港可能性に係る研究

等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森発！新流通サー
ビス「Ａ！Ｐｒｅ
ｍｉｕｍ」活用促
進事業費

70,630 「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」の安定的かつ持続可
能な仕組みを構築するため、集荷エリアの拡大
に向けた実証実験、青森空港の活用に向けた基
礎調査等を行うとともに、国内外におけるマー
ケットニーズの更なる掘り起こし等を実施する
のに要する経費

八戸港埠頭用地整
備事業費
（港湾整備事業特
別会計）

1,060,000 八戸港八太郎２号埠頭のコンテナヤードの拡
張及び舗装改良に要する経費

青森空港魅力向上
推進事業費（新規）

8,468 青森空港の魅力向上による利用者拡大を図る
ための青森空港次期活性化ビジョンの策定に要
する経費

あおもり景観資産
向上事業費（新規）

9,954 外国人観光客の誘客に向けた良好な景観を形
成するため、ガイドラインの作成等により県内
市町村の景観行政団体への移行を促進するのに
要する経費

陸上競技場整備事
業費
（電源三法交付金
活用事業）

8,353,279 継続費設定分 7,403,279
◦新青森県総合運動公園陸上競技場建築事業
費 7,353,279
事 業 内 容 陸上競技場建築工事
全 体 計 画 平成27年度～30年度
建 築 内 容 鉄骨造・鉄筋コンクリー

ト造・鉄骨鉄筋コンクリー
ト造、地上４階・地下１
階

建 築 面 積 28,198㎡
全体事業費 15,783,977

◦新青森県総合運動公園陸上補助競技場（管
理棟）建築事業費（新規） 50,000
事 業 内 容 陸上補助競技場管理棟建

築工事
全 体 計 画 平成29年度～30年度
建 築 内 容 鉄筋コンクリート一部鉄

骨造、地上１階
建 築 面 積 1,193㎡
全体事業費 400,000

単年度事業分 950,000
補助競技場、投てき練習場、外構の整備等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県営住宅費 1,151,910 建替 青 森 市 小 柳 団 地（75戸）
改善 青 森 市 幸畑第２団地（12戸）

平 和 台 団 地（20戸）
戸山第３団地（27戸）

弘 前 市 城 東 団 地（24戸）
浜 の 町 団 地（40戸）

八 戸 市 旭 ヶ 丘 団 地（12戸）
五所川原市 広 田 団 地（32戸）

住宅耐震化推進事
業費

6,890 地震による建築物崩壊被害を防ぐため、市町
村が実施する昭和56年５月以前に建築された住
宅の耐震診断や耐震改修事業の支援等に要する
経費
◦住宅耐震診断推進費補助 2,063

補 助 率 １
４（ほかに国

１
２、市町村

１
４）

◦住宅耐震改修促進支援事業費補助 3,075
補 助 率 5.75％（ほかに国11.5％、

市町村5.75％）
補助限度額 205

※補助金交付先は市町村
◦県推進事務費 1,752

あおもり方式住宅
普及推進事業費

1,134 地元事業者による県産材を活用した良質の木
造住宅の普及促進を図るため、あおもり方式住
宅認証制度の構築に向けた研究会等を実施する
のに要する経費

応急仮設住宅等地
元供給体制構築事
業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

4,147 大規模災害時の応急仮設住宅の地元供給体制
を構築するため、応急仮設住宅の建設に係る協
定を締結した地元工務店等を対象とする講習会
を開催するとともに、標準設計に基づく応急仮
設住宅の建設に係る模擬訓練を実施するのに要
する経費

移住促進につなげ
る空き家活用推進
事業費 （新規）

2,393 空き家の活用により本県へ移住しやすい環境
を整備するため、空き家所有者や移住希望者等
との調整を行う空き家コンシェルジュを養成す
るとともに、市町村との連携による空き家物件
の掘り起こしを行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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リビングリテラシー

向上プログラム推

進事業費 （新規）

8,000 住宅や住まい方に対する県民の意識醸成を図

るため、住教育学習方針の検討や学校における

住教育支援に向けた副読本の編集等を行うのに

要する経費

建築物耐震改修緊
急促進事業費補助

42,765 不特定多数の者が利用する大規模建築物等の

耐震化促進を図るため、建築物所有者に対し市

が行う耐震改修の支援に要する経費に対する補

助

補助金交付先 青森市

補 助 率 5. 75％（ほかに国１３、市

5.75％）

被災者住宅再建支

援事業費補助

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

4,688 被災者の負担を軽減し、住宅再建の促進を図

るため、住宅再建を行う者が借り入れる資金等

の利払いに要する経費に対する補助

補 助 率 定額

補助限度額 ５年を限度とする利子相当

額（住宅を新築又は購入す

る場合は金利２％相当額、

補修する場合は１％相当額。

ただし、借入の際に既存の

住宅債務がある場合は別途

その債務の利子相当額を含

む）

健康福祉部

県土整備部

観光国際戦

略局

クルーズ船誘致促

進事業費（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

24,470 クルーズ船の寄港拡大を図るため、クルーズ

関連メディアの招請、船社等とのネットワーク

強化に向けたポートセールス、歓迎体制の整備

に向けたウェブサイト構築による情報発信の強

化、日本の文化を体験してもらうイベント等を

行うのに要する経費

危機管理局 火山防災対策事業
費

2,240 常時観測火山である岩木山・八甲田山・十和

田の周辺地域における警戒避難体制を整備する

ため、火山防災協議会において、避難計画等の

策定に向けた検討を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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大規模災害等に備
えた防災対策強化
推進事業費

26,166 大規模災害等に備えた防災対策の強化推進を
図るため、本県の防災対策の課題を整理し、総
合的な防災対策の検討等を行うのに要する経費

みんなが主役だ！
地域コミュニティ
再生・地域防災力
向上事業費

6,760 地域コミュニティの再生と地域防災力の向上
を図るため、地域住民が自主的かつ主体的に参
加できる新しい形の防災訓練を開発するととも
に、取組みの普及と防災意識啓発のためのフォー
ラム等を実施するのに要する経費

自主防災組織設立
促進・スキルアッ
プ事業費（新規）
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

4,471 自主防災組織率の向上と既存組織の活動の活
性化による地域防災力の向上を図るため、新た
な組織の設立促進に向けた体験研修会及び自主
防災組織のリーダーの育成やスキルアップのた
めの研修会等を実施するのに要する経費

県民防災力強化推
進事業費（新規）
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

6,200 防災意識の向上を図るため、防災に係る効果
的な普及啓発活動の検討を行うとともに、災害
時の備え等の防災対策について取りまとめた県
民向けのハンドブックを作成するのに要する経
費

消防団ＰＲ事業費
（新規）

（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

5,323 消防団への加入を促進するため、消防団活動
の内容等をＰＲする映像を作成するとともに、
若い世代を中心に利用が見込まれるインターネッ
トを活用した広報を実施するのに要する経費

実践的防災教育推
進事業費（新規）
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

41,399 防災教育センターを校外学習の場として定着
させるため、地震発生装置の更新等により施設
の充実を図るとともに、夏休み期間中に親子で
楽しめるイベントの開催を行うのに要する経費

原子力施設環境放
射線等監視事業費

271,406 原子燃料サイクル施設、東通原子力発電所及
びリサイクル燃料備蓄センター周辺地域の住民
の安全の確保及び環境の保全を図るために行う
環境放射線等の監視に要する経費

事業内容 環境放射線等の測定、監視評
価会議の開催、原子力センター
維持管理及び調査研究等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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原子力施設環境放
射線等監視体制整
備事業費

129,885 県内に立地する原子力施設周辺の環境放射線
等モニタリングを実施するための体制整備に要
する経費

事業内容 原子力センター機器整備

原子力発電施設等
緊急時安全対策事
業費

309,332 原子力施設周辺地域の住民の安全確保を図る
ために行う原子力施設の緊急時に備えた防災対
策に要する経費
◦緊急時連絡網整備事業費 45,313
◦防災活動資機材等整備事業費 66,281
◦緊急時対策調査・普及等事業費 30,420
◦緊急事態応急対策等拠点施設維持管理事業
費 82,502

◦要配慮者等屋内退避施設維持管理費補助
3,267

補助金交付先 むつ市、六ケ所村
補 助 率 定額（国1010）

◦簡易型電子線量計システム整備事業費
63,729

◦避難支援案内板整備事業費（新規） 17,820
事業内容 東通村における原子力災害

時にバス等で避難する際の
一時集合場所の案内板の整
備に要する経費

県外避難者支援対
策事業費（新規）
（東日本大震災復
興基金活用事業）

5,193 震災により、県外から本県へ避難している被
災者の精神的な負担の軽減を図るため、相談体
制の構築を推進するとともに、避難生活が長期
化している県外避難者を対象とした相談会等を
行うのに要する経費

あおもり創造的復
興支援費補助

（新規）
（東日本大震災復
興基金活用事業）

3,199 東日本大震災からの復興を推進するため、県
外から本県へ避難している被災者と地域との交
流、被災地に赴いての復興支援及び震災の記憶
の風化防止に係る活動を支援するのに要する経
費
◦あおもり創造的復興支援費補助 3,000

補助金交付先 民間団体等
補 助 率 定額

◦県事務費 199

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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三陸ジオパーク推
進事業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

1,200 被災地の自然・文化を活用した産業振興と交
流人口の拡大を図るため、被災自治体が連携し
て三陸ジオパークの取組みを推進するのに要す
る経費

東北四県・東日本
大震災復興フォー
ラム開催等事業費
（東日本大震災復
興基金活用事業）

4,088 震災から得られた教訓の風化防止を図るとと
もに、被災地の復興に対して引き続き協力を得
るため、東北の被災四県が首都圏においてフォー
ラムを開催するのに要する経費

総 務 部
企画政策部
環境生活部
農林水産部
観光国際戦
略局
教育委員会

λ（ラムダ）プロ
ジェクト推進関連
事業費

302,651 北海道新幹線開業を契機に、道南地域との連
携による津軽海峡交流圏の形成を促進し、交流
人口の拡大や地域活性化に取り組むのに要する
経費

⑴ λ（ラムダ）
プロジェクト
道南連携強化
事業費（新規）

17,677 λ（ラムダ）プロジェクトの推進を図るため、
「津軽海峡交流圏ラムダ作戦会議」の運営、北
海道との連携・調整、シンボルキャラクター「マ
ギュロウ」を活用した情報発信等を行うのに要
する経費

⑵ 青い森鉄道
の新たなユー
ザー獲得事業
費 （新規）

7,979 （再掲）

⑶ 青森ならで
はのグリーン･
ツーリズム確
立事業費

（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

20,046 （再掲）

⑷ 選ばれるあ
おもりサイク
リング推進事
業費（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

17,310 サイクリングエリアとしてのブランド力の強
化による新規旅行客の獲得を図るため、企業等
との連携、海外メディア等の招請、イベントへ
の出展等による情報発信とともに、宿泊施設発
着のサイクリングプログラムの構築支援を行う
のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 青函周遊観
光定着化推進
事業費（新規）

52,393 本県及び道南地域への周遊型・滞在型観光の
定着を図るため、都内主要駅等でのイベントや
旅行商品のＰＲ、ＪＲ東日本と連携した観光キャ
ンペーン等を行うとともに、本県及び道南地域
の魅力を紹介するウェブコンテンツ等を制作す
るのに要する経費

⑹ タイ誘客対
策強化事業費

（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

6,150 （再掲）

⑺ 東青地域観

光資源ＰＲ事

業費（新規）

2,960 （再掲）

⑻ 東青地域冬

季観光育成事

業費（新規）

2,029 （再掲）

⑼ 三八地域一

体型広域観光

情報発信事業

費 （新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

5,846 （再掲）

⑽ 航路でつな

がる津軽海峡

交流圏周遊促

進事業費

1,929 航路を利用した津軽海峡交流圏の周遊を促す

ための旅行商品の造成支援に要する経費

⑾ 奥津軽いま

べつ駅二次交

通運行・利用

促進事業費

17,863 北海道新幹線奥津軽いまべつ駅の開業効果拡

大を図るため、奥津軽いまべつ駅の二次交通の

運行を支援するとともに、駅活用推進体制の強

化等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦奥津軽いまべつ駅二次交通運行事業費補助
10,148

補助金交付先 奥津軽いまべつ駅・津
軽中里駅間バス運行協
議会

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 7,715

⑿ 白神山地「選
ばれる世界遺
産」プロジェ
クト事業費
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

30,607 （再掲）

⒀ 東アジア・
東南アジア向
け青函情報発
信事業費
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

5,100 （再掲）

⒁ 観光おもて
なし・サービ
ス向上事業費

7,365 北海道新幹線開業を契機に本県を訪れる観光
客の満足度を高めるため、観光事業者等を対象
におもてなし水準向上に向けた講座を開催する
ほか、観光サービスの向上に向けた動向調査等
を実施するのに要する経費

⒂ 東青地域果
樹の楽園づく
り推進事業費

1,257 果樹観光による東青地域の活性化を図るため、
果樹観光実践者等による研究会を設置し、果樹
観光の実践研修やマップ作成等に取り組むとと
もに、受入体制の充実に向けたモニターツアー
を実施し、効果検証を行うのに要する経費

⒃ 中南地域着
地型観光魅力
発信事業費

4,649 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒄ 三八地域がっ
ちり稼ぐ広域
観光事業費

4,240 三八地域における滞在型観光の推進を図るた

め、他地域の観光コンテンツと連携したモデル

ルートを構築するとともに、既存の観光コンテ

ンツの滞在型化を検討するのに要する経費

⒅ 津軽半島北
部エリア誘客
促進事業費

6,000 西北地域において北海道新幹線奥津軽いまべ

つ駅開業を契機とした誘客促進を図るため、道

南地域等を対象とした観光プロモーションやモ

ニターツアー、ＳＮＳによる情報発信等を実施

するのに要する経費

⒆ 上北アクティ

ビティ・ブラッ

シュアップ事

業費

2,540 上北地域の多様なアクティビティを活用した

誘客促進を図るため、旅行エージェント等を対

象としたモニターツアーの開催、旅行誌等への

広告掲載による情報発信を行うのに要する経費

⒇ 台湾を主軸

とした下北イ

ンバウンド促

進事業費

3,700 （再掲）

⟹21 つながる県

民もっと拡大

事業費

3,103 （再掲）

⟹22 ＪＯＭＯＮ

ムーブメント

拡大推進事業

費

47,948 （再掲）

⟹23 青函エリア

食のプロモー

ション推進事

業費

11,429 （再掲）

⟹24 あおもりキャ

ンパスＬＩＦ

Ｅ魅力再発見

推進事業費

6,719 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⟹25 農山漁村で
とことん「学
び・交流・体
験」事業費

5,346 （再掲）

⟹26 東青・道南
地域連携型観
光推進事業費

2,714 北海道新幹線奥津軽いまべつ駅開業効果を継
続的に獲得するため、東青・道南地域の連携に
よる博覧会形式のイベントを開催するとともに、
観光ＰＲを実施するのに要する経費

⟹27 世界に向け
た「青森ブラ
ンド」発信事
業費

7,752 （再掲）

企画政策部
観光国際戦
略局
教育委員会

青森県・済州特別
自治道交流推進関
連事業費

12,375

⑴ 青森県・済
州特別自治道
交流推進特別
対策事業費

（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

7,100 韓国済州特別自治道との姉妹提携協定締結１
周年を契機に、更なる交流人口拡大を図るため、
トップセールスや本県観光資源のＰＲ等を実施
するとともに、本県の小・中学生を済州道立美
術館に派遣し、済州特別自治道の小・中学生と
交流するのに要する経費

⑵ 済州特別自
治道との県民
参加型国際交
流推進事業費
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

2,523 韓国済州特別自治道との交流を促進するため、
インフルエンサー（影響力のある推薦者）の招
請を行うとともに、県民向けＰＲを実施するの
に要する経費

⑶ 済州特別自
治道との交流
に向けた青森･
ソウル線利用
促進事業費

1,783 青森・ソウル線利用者の維持・拡大を図るた
め、モニターツアーを実施し、韓国済州特別自
治道の魅力を発信するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 済州国際青
少年フォーラ
ム派遣事業費

（新規）

969 韓国済州特別自治道や他の参加地域との交流
を通じた相互理解の促進と語学力の向上を図る
ため、本県の高校生を済州国際青少年フォーラ
ムに派遣するのに要する経費

企画政策部
農林水産部
観光国際戦
略局
警 察 本 部

東アジア等海外戦
略推進関連事業費

532,932 経済成長著しい東アジア等をターゲットとし
た海外ビジネス展開の促進や県産品の輸出拡大、
誘客促進、交流人口の拡大等に要する経費

⑴ 輸出市場販
路開拓・拡大
支援事業費

5,889 県内企業の海外ビジネスを実現するため、国
内商社とのマッチング支援、海外向け販路開拓
セミナー、企業の海外見本市への出展に対する
支援等を行うのに要する経費
◦輸出市場販路開拓・拡大支援事業費補助

5,000
補助金交付先 中小企業者等
補 助 率 １

２
補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 889

⑵ 東アジア中
小企業輸出拡
大支援事業費

（新規）

22,474 県内企業の東アジアへの輸出拡大を図るため、
台湾・上海企業の有力者等を招請してのビジネ
スツアー、香港での商談会、台湾・香港・上海
の現地企業を活用した商談支援を実施するのに
要する経費

⑶ ものづくり
中小企業グロー
バル展開推進
事業費（新規）

9,800 工業製品の輸出拡大を図るため、アドバイザー
による海外展開支援を実施するとともに、台湾
企業の訪日機会を活用した商談支援、東南アジ
アでの取引先拡大に向けた現地企業訪問等を行
うのに要する経費

⑷ 東南アジア
拠点地域中小
企業販路拡大
事業費

13,806 県内企業のシンガポール・タイへの輸出拡大
に向けた現地での商談会の開催や見本市への出
展、商談支援、ビジネスツアーの実施等による
支援体制の強化等に要する経費

⑸ アジア輸出
拡大戦略事業
費

16,912 アジア諸国への県産農林水産物の輸出拡大を
図るため、輸出コーディネーターを設置すると
ともに、対象国に応じた輸出促進活動を実施す
るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦輸出環境整備事業費 9,455
◦アジア輸出拡大戦略事業費 7,457

⑹ 農林水産物
輸出拡大戦略
推進事業費

11,434 県産農林水産物の有望な市場として期待され
る東南アジア諸国等への輸出ルートの開拓を図
るため、現地での商品提案や海外バイヤーの招
請、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」を活用したレスト
ランプロモーション等を実施するのに要する経
費

⑺ 輸出りんご
信頼確保推進
事業費

1,106 本県産りんごの輸出相手国からの信頼確保に
向け、検疫及びポジティブリスト制度に係る研
修会を開催するとともに、モモシンクイガの発
生状況調査等を実施するのに要する経費

⑻ インバウン
ド観光コンテ
ンツ開発事業
費
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

14,306 台湾及び中国向けの個人・体験型観光コンテ
ンツの充実を図るため、地域における観光コン
テンツの開発、評価分析等を一体的に行うのに
要する経費

⑼ ポップカル
チャーコンテ
ンツ活用事業
費 （新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

14,128 （再掲）

⑽ 青森県・済

州特別自治道

交流推進特別

対策事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

7,100 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑾ 済州特別自

治道との県民

参加型国際交

流推進事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

2,523 （再掲）

⑿ 県民参加型

国際交流推進

事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

7,182 台湾台中市との友好交流協定締結１周年を踏

まえたトップセールスや本県観光資源のＰＲ等

を実施するとともに、インフルエンサー（影響

力のある推薦者）の招請、県内及び海外交流団

体間のマッチング支援を行うのに要する経費

⒀ ロケーショ

ンフォト誘致

事業（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

5,007 東アジアで需要が高いロケーションフォトに

よる新たな観光需要を創出するため、台湾・香

港の旅行エージェントを対象としたモニターツ

アー、海外イベント参加による情報発信等を行

うのに要する経費

⒁ 国際重点エ

リア誘客対策

強化事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

97,568 外国人観光客数の更なる増加を図るため、韓

国、台湾、中国及び香港を重点地域として、メ

ディアの活用による本県の知名度向上対策、トッ

プセールスや現地の旅行エージェントとの連携

による誘客宣伝活動等を実施するのに要する経

費

⒂ タイ誘客対

策強化事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

6,150 タイからの誘客拡大を図るため、旅行エージェ

ント招請等による青森・ソウル線を活用した本

県と北海道を周遊する旅行商品の造成を促進す

るとともに、ＳＮＳを活用した情報発信を実施

するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒃ 豪州誘客対
策強化事業費

（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

9,624 オーストラリアからの誘客拡大を図るため、
インフルエンサー（影響力のある推薦者）を招
請し、滞在プログラムの検証を行うとともに、
ＳＮＳ、タブロイド等を活用した情報発信を行
うのに要する経費

⒄ インバウン
ド受入環境改
善対策強化事
業費（新規）
（東北観光復
興対策交付金
活用事業）

33,429 外国人観光客の利便性や満足度向上を図るた
めの観光関係者向け危機管理セミナーの開催、
交通ルールに関する外国人向け資料の作成・配
付、受入環境満足度調査のためのアンケートの
実施、青森・函館間を荷物を持たずに移動でき
るサービスの定着に向けた宅配事業者との共同
プロモーションの実施、受入環境の改善に向け
た事業者支援等に要する経費
◦インバウンド受入環境改善対策強化事業費

30,354
・インバウンド受入環境改善対策強化事業
費補助 7,500
補助金交付先 交通事業者、観光事

業者等
補 助 率 １

２、
１
３

・県推進事業費 22,854

◦訪日外国人警察対応事業費（再掲） 3,075

⒅ 台湾を主軸

とした下北イ

ンバウンド促

進事業費

3,700 台湾から下北地域への誘客拡大に向け、受入

体制構築のための観光ガイド養成セミナーを開

催するとともに、台湾の旅行エージェントによ

る現地視察、現地での商談会等を開催するのに

要する経費

⒆ 東アジア・

東南アジア向

け青函情報発

信事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

5,100 東アジア及び東南アジアからの誘客拡大を図

るため、本県と道南地域を訪問する外国人観光

客向けの多言語ガイドブックを作成するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒇ 十和田・八

幡平観光ブラッ

シュアップ事

業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

36,171 十和田・八幡平地区への誘客を促進するため、

旅行商品の造成に向けた現地旅行エージェント

の招請を行うとともに、各種メディアを活用し

たイメージアップやイベントによる情報発信等

を行うのに要する経費

⟹21 東北六県連

携事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

40,000 東北地方への誘客及び周遊を促進するため、

動画による魅力発信を行うとともに、レンタカー

での周遊観光体制の構築や国際定期便等の就航

に向けた旅行商品の造成支援等を行うのに要す

る経費

⟹22 北東北「食

街道」周遊プ

ロモーション

事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

24,790 北東北の認知度向上と誘客を促進するため、

北東北の優れた食材を活用した新メニューと観

光コンテンツを組み合わせた周遊ルートを構築

するとともに、グルメイベントや海外メディア

と連携したＰＲ及び旅行商品の造成支援等を行

うのに要する経費

⟹23 冬の東北と

スノーコンテ

ンツ等発信事

業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

15,000 冬期間における東北地方への外国人観光客の

誘客を促進するため、冬の観光資源の情報収集･

データベース化、民間事業者との連携による新

たな決済システムの構築に向けた実証実験、海

外のスポーツメディア招請による情報発信等を

行うのに要する経費

⟹24 太平洋沿岸

インバウンド

連携強化事業

費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

10,000 太平洋沿岸地域への外国人観光客の誘客を促

進するため、周遊モデルルートの旅行商品化に

向けた検証を行うとともに、海外の旅行エージェ

ント招請による旅行商品の造成支援等を行うの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⟹25 国際定期便･

チャーター便

誘致促進事業

費 （新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

37,800 国際定期便及びチャーター便の就航を促進す

るため、海外航空会社等へのトップセールスや

現地の旅行エージェントとの連携による誘客宣

伝活動等を行うのに要する経費

⟹26 青森・ソウ

ル線利用促進

事業費

15,650 青森・ソウル線利用者の維持・拡大に向けた

乗継利用促進のためのＰＲ、新たな韓国の魅力

の発信、トップセールス等の実施に要する経費

⟹27 中国定期路

線運航促進事

業費（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

66,283 本県と中国を結ぶ国際定期便の運航促進を図

るため、本県の魅力や路線のＰＲ、現地の旅行

エージェントとの連携による誘客宣伝活動及び

県内事業者の主体的な取組みを促すための勉強

会等を実施するのに要する経費

観光国際戦
略局

まるごとあおもり
インフルエンサー
獲得事業費

21,931 本県情報の発信力をさらに強化するため、多

様なインフルエンサー（影響力のある推薦者）

との関係強化及び新規獲得を図るとともに、効

果的な情報発信を行うのに要する経費

まるごとあおもり
情報満足度向上事
業費

4,386 観光コンテンツの質的・量的充実に向けた県

民局単位の地域観光マーケティング会議の開催

と、観光情報発信最適化に向けた満足度が高い

サイト運営に関する勉強会の開催に要する経費

観光動画発信事業
費

3,114 動画による観光情報発信力を強化するため、

インフルエンサー（影響力のある推薦者）を活

用した動画を制作し、効果的な情報発信を行う

のに要する経費

あおもりツーリズ
ム創発事業費

4,158 観光地域づくりを担う人材の育成を図るため、

大学と連携し、観光事業関係者等を対象とした

あおもりツーリズム創発塾を開催するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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観光地域づくり力
強化促進事業費

8,780 観光地域づくりを推進するため、観光に関す
るマーケティングとマネジメント機能の向上を
目的とした経営塾や研究会を開催するのに要す
る経費

インバウンド観光
促進マーケティン
グ事業費
（東北観光復興対
策交付金活用事業）

29,217 外国人観光客のニーズを的確に把握し、更な
る誘客を図るため、青森県観光・交通情報案内
アプリ「あおもりナビ」等を活用した外国人観
光客の旅行行動の調査・分析を行うのに要する
経費

観光コンテンツパ
ワーアップ推進事
業費

8,118 本県の新たな魅力を創出し観光客の再訪や滞
在型観光の推進を図るため、観光コンテンツの
掘り起こしによる量的拡大やブラッシュアップ
支援による質的向上を図るのに要する経費
◦観光コンテンツパワーアップ推進費 5,618
◦観光コンテンツパワーアップ推進事業費補
助 2,500
補助金交付先 観光コンテンツの創出

やブラッシュアップに
取り組む団体等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

「青森ならではの
暮らしツーリズム」
促進事業費（新規）

6,927 本県ならではの風土や文化に根ざした暮らし
ぶりに着目した新たな観光コンテンツの定着を
図るため、地元旅行業者との連携によるツアー
開発・検証及び情報発信を行うのに要する経費

企業・ブランドコ
ラボ情報発信事業
費 （新規）

13,632 企業・ブランドとのコラボレーションによる
新たな情報発信手法を確立するため、企業等へ
の提案活動を行うとともに、企業等との連携に
よる商品開発・情報発信を行うのに要する経費

ポップカルチャー

コンテンツ活用事

業費 （新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

14,128 若年層を中心とした誘客促進を図るため、県

内各地域を効果的に周遊させるイベントの開催

及び海外で知名度の高い声優等を活用したプロ

モーションを行うとともに、作品の創出に向け

た企業への情報提供活動を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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アオモリ・モビリ
ティ推進事業費

（新規）

10,188 本県の自然観光資源を活用した新たな旅行ス
タイルを確立し、本県への誘客を図るため、コ
ンテンツや旅行商品の開発及びイベントや専門
誌等を活用した情報発信を行うのに要する経費

旅行商品造成促進
事業費

10,435 大都市圏からの誘客を促進するため、エージェ
ントセールス、商談会、セミナー等を実施する
とともに、旅行商品の広告支援や高速道路を利
用した周遊型旅行の促進等を行うのに要する経
費

中京圏誘客促進事
業費

7,318 中京圏における認知度向上と誘客促進を図る
ため、メディアやウェブサイトを活用した情報
発信を行うとともに、本県観光事業者等と連携
したモニターツアーを実施するのに要する経費

関西圏誘客拡大推
進事業費

8,924 関西圏における認知度向上と誘客促進を図る
ため、メディアやＳＮＳを活用した情報発信を
行うとともに、ターゲットを明確にした旅行商
品の造成を促進するのに要する経費

九州圏誘客推進事
業費

3,600 九州圏における認知度向上と誘客促進を図る
ための地元メディア等と連携した観光プロモー
ションの実施に要する経費

あおもりＭＩＣＥ
誘致拡大事業費

18,130 コンベンションや企業研修等の誘致のための
開催助成金の交付及び誘致活動の支援、専門エー
ジェントを活用したＰＲ・誘致活動等に要する
経費
◦あおもりＭＩＣＥ開催費補助 16,250
・参加者延べ宿泊者数100人泊以上 15,500

補助金交付先 （公社）県観光連盟
補 助 率 10

10
・参加者延べ宿泊者数10人泊以上 750

補助金交付先 市町村
補 助 率 １

２
◦あおもりＭＩＣＥ誘致活動費補助 800

補助金交付先 （公社）県観光連盟
補 助 率 １

２
◦県推進事務費 1,080

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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アクティブラーニ
ング教育旅行推進
事業費 （新規）

7,150 アクティブラーニングを取り入れた教育旅行
の開発・普及を図るため、ファシリテーターや
プログラムを開発できる人材を育成するととも
に、首都圏の高校生を対象としたモニターツアー
等を実施するのに要する経費

オンライン利用型
観光客対策事業費

（新規）

14,574 オンラインだけで取引を行う旅行会社に対応
した着地型旅行商品の開発・定着を促進するた
め、モデルコースを開発するとともに、利用促
進に向けた動画によるＰＲやウェブサイト等に
よる情報発信を行うのに要する経費

青森県立美術館企
画展開催費

104,999 県立美術館において企画展を開催するのに要
する経費に対する負担金
◦ラブラブショー２展 20,361

開催時期 平成29年４月～７月
◦遙かなるルネサンス展 49,251

開催時期 平成29年７月～９月
◦日本と青森の近代洋画展 16,301

開催時期 平成29年９月～11月
◦マルク・シャガール三次元の世界展 19,086

開催時期 平成30年３月～５月

シャガール「アレ
コ」第３幕特別展
示費 （新規）

15,023 シャガール「アレコ」第３幕を展示するのに
要する経費

「あおもり型アー
ト」人財育成・発
信事業費（新規）

15,732 本県の文化芸術を担う人材を発掘・育成する
ため、県民の参加によるアーティストと共同し
たアート作品を制作するとともに、ダンス人材
を育成するためのワークショップの開催及びオ
リジナルダンス「アレコ」公演に要する経費
◦次代の青森アートを担う「アート・プロ
ジェクト」実施事業費 5,719

◦北海道・北東北連携ダンスプログラム制作
事業費 10,013

演劇人育成による
青森の文学の魅力
発信事業費（新規）

9,348 本県が持つ文化の魅力を県内外に発信するた
め、演劇人材育成に向けたワークショップを開
催するとともに、太宰治作品を原作とした演劇
公演を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部
健康福祉部
県土整備部
エネルギー
総合対策局
教育委員会

電源三法交付金関
連経費

18,847,948
電源三法
交付金活
用額
10,527,113

⑴ 電源立地地
域対策費補助

5,514,242
電源三法
交付金活
用額
5,493,051

電源地域の振興に資するため、発電用施設等
の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する
経費に対する補助
◦原子力発電施設等分 3,974,806

補助金交付先 三沢市ほか14市町村
◦水力・火力発電施設分 120,934

補助金交付先 青森市ほか11市町村
◦原子力立地給付金分 1,418,502

対 象 地 域 三沢市ほか14市町村

⑵ 原子力発電
施設等周辺地
域企業立地支
援事業費補助

614,660
電源三法
交付金活
用額
614,660

原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は
増設を行った企業の電気料金に対する補助

対象地域 三沢市ほか14市町村

⑶ 核燃料サイ
クル対策費補
助

323,666
電源三法
交付金活
用額
323,666

核燃料サイクル施設の立地地域又はプルサー
マルの実施地域等の振興に資するため、施設の
立地及び周辺市町村が行う公共施設の整備等に
要する経費に対する補助

対 象 施 設 使用済燃料中間貯蔵施設、
ＭＯＸ燃料加工施設、大
間原子力発電所

補助金交付先 大間町ほか３市村

⑷ 県実施事業
分

12,395,380
電源三法
交付金活
用額
4,095,736

発電用施設等の立地・周辺地域をはじめ、広

く県全体の振興を図るため、産業・雇用、福祉・

医療、人材育成などの地域振興の推進に要する

経費

◦生活交通バス車両緊急整備事業費補助（再

掲） 29,810

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費（再

掲） 56,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助
（再掲） 97,721

◦下北地域広域避難路確保対策事業費（再掲）
1,270,000

◦陸上競技場整備事業費（再掲） 8,353,279
◦原子力施設広報・調査等事業費 62,423
◦量子科学センター整備事業費（再掲）

1,576,223
◦五所川原工業高校校舎建築事業費（再掲）

159,517
◦発電用施設所在市町村等振興基金造成費（陸
上競技場整備事業費分） 790,407

エネルギー
総合対策局

あおもりCO2フリー
水素活用推進事業
費

17,164 地域エネルギーの有効活用と水素関連産業の
創出を図るため、むつ小川原開発地区において
再生可能エネルギーを活用したCO2フリー水素
製造等のプロジェクトについて検討するととも
に、副生酸素の利活用に向けた調査・検討等を
行うのに要する経費
◦むつ小川原CO2フリー水素調査事業費7,331
◦水素関連産業創出モデル支援事業費 9,833

風力発電メンテナ
ンス支援事業費

13,139 本県における風力発電の高いポテンシャルを
活用し、メンテナンス業務の受注体制の強化を
図るため、県内企業向けの技術研修会等を開催
するとともに、スマートメンテナンス技術確立
のための調査・検討を行うのに要する経費

あおもり型スマー
トコミュニティ創
出事業費

7,439 エネルギーの地産地消や自立分散型社会の実
現による雇用創出を図るため、あおもり型スマー
トコミュニティの創出に向けたモデルプランの
普及啓発と産学官金の連携体制構築を行うとと
もに、モデル地域における実施計画の作成を支
援するのに要する経費

積雪寒冷地型ゼロ
エネルギーハウス
構築事業費（新規）

4,960 積雪寒冷地に対応したゼロエネルギーハウス
の普及を図るため、太陽光発電、地中熱等の活
用に加えＨＥＭＳ（ホームエネルギーマネジメ
ントシステム）を導入した高気密高断熱住宅の
モデルを作成するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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温泉熱カスケード
利用モデル構築事
業費 （新規）

5,471 温泉熱エネルギーの有効活用と温泉地の活性
化を図るため、地域の特性を活かした温泉熱カ
スケード利用モデルプランを作成するのに要す
る経費

次世代自動車普及
方策調査事業費

（新規）

4,944 次世代自動車の普及促進を図るため、実態や
課題等を調査し、普及方策を検討するとともに、
フォーラムを開催するのに要する経費

原子力関連試験研
究機関等立地対策
事業費

2,680,055 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を
図るため、その一環として設立された（公財）環境
科学技術研究所の整備・運営及び環境放射能の
影響調査に要する経費
◦原子力関連試験研究機関等立地対策事業費
補助 1,203,522
補助金交付先 （公財）環境科学技術研究

所
補 助 率 定額

◦排出放射性物質影響調査事業費 1,476,533

原子力施設立地振
興対策事業費補助

490,000 原子力施設の立地に伴う県内市町村の均衡あ
る地域振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・
産業振興財団が行う原子力施設立地・周辺以外
の市町村を対象とした地域振興事業に要する経
費に対する補助

補助金交付先 （公財）むつ小川原地域・産

業振興財団

補 助 率 定額

地域・産業振興プ
ロジェクト支援事
業運用資金貸付金

3,500,000 原子力施設の立地に伴う全県的な地域振興・

産業振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・産

業振興財団が行う地域・産業振興プロジェクト

支援事業の実施に要する運用資金に対する貸付

金

核燃料物質等取扱
税交付金

3,000,000 県内原子力施設の立地及び周辺市町村が行う

防災・安全対策及び地域振興対策等に要する経

費に対する交付金

交付金交付先 むつ市ほか14市町村

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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核融合研究開発拠
点形成推進事業費

7,421 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる「幅広
いアプローチ」のプロジェクトとして整備され
た「国際核融合エネルギー研究センター」を中
心とする研究開発拠点形成の推進に要する経費

量子科学センター
関連事業費

1,935,448

⑴ 量子科学セ
ンター整備費

1,576,568 量子科学分野の人材育成と研究開発を推進す
るための量子科学センターの整備に要する経費
◦原子力人材育成・研究開発推進基金積立金

345
◦量子科学センター施設整備事業費（電源三
法交付金及びむつ小川原地域産業振興基金
活用事業） 1,576,223
全 体 計 画 平成27年度～29年度
建 築 内 容 研究棟、ＲＩ棟、研修棟、

機械電気棟
建 築 面 積 5,527.61㎡
全体事業費 5,603,738

⑵ 量子科学セ
ンター運営費

（新規）

358,880 量子科学センターの利用促進に向けた情報発
信や産学連携ネットワークづくりのほか、技術
研修による人材育成、研究開発及び施設の管理
運営に要する経費
◦利用促進事業費 5,857
◦人材育成事業費（むつ小川原地域産業振興
基金活用事業） 32,852

◦研究開発支援事業費 40,000
◦管理運営事業費 280,171

警 察 本 部 交番・駐在所建築
事業費

135,805 老朽・狭隘化した交番・駐在所の建替えに要
する経費

建築箇所 鰺ケ沢署深浦交番
黒石署温湯駐在所
むつ署関根駐在所

八戸運転免許試験
場改修事業費

47,112 八戸運転免許試験場における運転免許更新等
の申請者の増加に対応するための庁舎内部改修
及び駐車スペースの拡幅に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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つがる警察署庁舎
建築事業費（新規）

259,087 老朽・狭隘化したつがる警察署庁舎の移転新
築に要する経費

建 築 場 所 つがる市木造赤根
建 築 内 容 鉄筋コンクリート造、３階

建
建 築 面 積 2,482.16㎡
全 体 計 画 平成29年度～30年度
全体事業費 1,227,592

県民を守る「警察
力」強化事業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

4,650 災害から県民を確実に守る「警察力」を強化
するため、被災道路状況に応じた自動車運転技
能の向上及び被災者への初動対策としての心理
的支援の強化に要する経費

訪日外国人警察対
応事業費（新規）

3,075 外国人観光客が安全かつ安心して観光・滞在
することができる環境を整備するため、外国人
観光客が警察車両であることを認識しやすいよ
うに英語表記を加えるとともに、主要交番等へ
翻訳端末を整備するのに要する経費

身近な犯罪に対す
る抵抗力向上事業
費

1,814 身近な犯罪に対する県民の抵抗力向上を図る
ため、特殊詐欺被害防止のための幅広い世代に
対する広報啓発を行うとともに、侵入窃盗等の
身近で起きる犯罪防止のための青色回転灯防犯
パトロール団体を対象とした実践研修等を行う
のに要する経費

企業と少年を守る
サイバーセキュリ
ティ推進事業費

（新規）

3,791 県民生活を脅かすサイバー犯罪被害を未然に
防止するため、企業を対象とした体験型サイバー
セキュリティセミナー、中・高校生と保護者向
け情報モラルフォーラム及び学校教諭向けセミ
ナーの開催等により普及啓発を図るのに要する
経費

シルバー交通安全
教育推進事業費

4,794 高齢者の交通事故防止を図るため、高齢運転
者やデイサービスを受ける高齢者等への交通安
全教育を行う人材を養成するとともに、運転免
許自主返納者支援協賛店を紹介する冊子を作成
するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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自転車安全対策ス
マートサイクリス
ト育成事業費

（新規）

2,892 中・高校生に対する正しい自転車ルール・マナー
の伝達・浸透に向け、学校教職員や交通安全母
の会会員等を対象に、正しい通行方法等の指導
者を育成するとともに、自転車ルール検定等を
実施し、普及啓発を図るのに要する経費

災害時情報収集体
制強化事業費

（新規）
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

5,400 災害発生時において、被災者の救出・救助や
捜索活動を迅速・的確に行うため、人が踏み入
れることができない状況下等での情報収集を行
うドローンユニットを導入するのに要する経費

交通安全施設整備
費

1,461,932

⑴ 国庫補助事
業分

457,639 交通管制整備費 332,683
交通信号機改良費 75,521
交通信号機設置費 13,796
道路標示設置費 30,385
調査費 5,254

⑵ 県単独事業
分

317,522 交通信号機設置費 26,271
道路標識設置費 2,730
道路標示設置費 185,220
交通信号機移設費 85,183
調査費 283
交通信号機電源付加装置整備費 17,835

⑶ 老朽化・安
全確保対策事
業分

686,771 交通信号機設置費 415,634
道路標識設置費 244,385
調査費 7,583
信号柱・標識柱倒壊対策費 19,169

環境生活部
教育委員会

いじめ防止対策等
推進関連経費

168,323

⑴ 地域の見守
りで輝く笑顔
推進事業費

（新規）

12,497 学校・家庭・地域が一丸となったいじめ防止
対策の気運醸成を図るため、県民大会の開催、
県内一斉声かけ活動の強化及び地域の大人と子
どもの対話集会の開催により、地域全体で子ど
もを見守る環境づくりの促進と大人と子どもの
信頼関係構築を図るとともに、各種媒体を活用
した普及啓発等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ ハートフル

リーダー等研

修事業費

（新規）

5,243 いじめ等の問題の早期発見・早期解消に係る

組織的対応の強化及び児童生徒一人ひとりの心

情に寄り添ったきめ細かな教育の充実を図るた

め、校内組織の活性化や児童生徒の環境適応度

を把握し、的確な指導・対応を行うための中核

となる教員に対する研修及び生徒指導担当者等

に対する研修を実施するのに要する経費

⑶ 子どもを見

守る環境づく

り推進事業費

3,270 子どもを見守る環境づくりを推進するため、

県立学校における危機的事態発生時に派遣する

「こころの緊急支援活動チーム」を設置すると

ともに、いじめ防止に向けた関係機関の連携強

化のための連絡会議及び子どもが安心して学べ

る環境づくりアドバイザー会議を開催するのに

要する経費

⑷ スクールソー

シャルワーカー

配置事業費

30,723 いじめ、不登校、貧困等の問題を抱える児童

生徒が置かれている環境に働きかけ、その改善

を図るため、公立小・中・高等学校等に教育・

福祉分野に関して専門的知識・経験を有するス

クールソーシャルワーカーを配置・派遣するの

に要する経費

⑸ ソーシャル

メディア等監

視員配置事業

費

1,987 いじめ問題の未然防止、早期発見、早期対応

を図るため、ソーシャルメディア等監視員を配

置するのに要する経費

⑹ 思いやりを

育む安心でき

る学校づくり

実践研究事業

費

5,958 いじめ、不登校、暴力行為等の早期発見、早

期対応を図るため、学校において実践研究を行

うとともに、児童生徒の問題行動や適応指導教

室等に関する関係機関の連携強化に向けた連絡

会議を開催するのに要する経費

⑺ いじめ防止

対策学校支援

事業費

750 いじめ防止等のための対策を実効的に行うた

め、県立学校に外部専門家や学校関係者による

組織を設置するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑻ スクールカ
ウンセラー配
置・派遣事業
費

88,149 いじめ、不登校など児童生徒の問題行動等の

解決及び被災した幼児、児童及び生徒の心のケ

アを図るため、小・中・高等学校等に臨床心理

に関して高度な専門的知識・経験を有するスクー

ルカウンセラーを配置・派遣するのに要する経

費

配置・派遣校 278校

◦スクールカウンセラー配置事業費 73,907

◦緊急スクールカウンセラー等派遣事業費
14,242

⑼ 24時間いじ
め等電話相談
事業費

12,243 いじめ、不登校など児童生徒の問題行動等へ

の早期対応、早期解決を図るため、来所相談や

夜間・休日を含む24時間体制で電話相談に応じ

るアドバイザー及び相談員を配置するとともに、

生徒指導担当者等による会議を開催するのに要

する経費

⑽ いじめ防止

キャンペーン

推進事業費

7,503 いじめ防止のためのテレビＣＭの放映等に要

する経費

教育委員会 あおもりっ子育み
プラン21実施費

665,250 児童生徒一人ひとりに目の行き届いた教育を
実現するため、少人数学級編制等を行うのに要
する経費
・少人数学級編制

小学校１～４年生
学級編制基準 33人以下
（学年１学級は学級分割せず非常勤
講師を配置）

中学校１年生
学級編制基準 33人以下
（学年２学級以上）

・複式学級支援
小学校１年生を含む７～８人の複式学級
小学校２年生を含む15～16人の複式学級
非常勤講師を配置

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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区 分 配置人員 金 額

小学校
少人数学
級編制等

１年生 18人 58,304

２年生 29人 98,454

３年生 42人 132,743

４年生 44人 142,745

複式学級支援 18人 36,489

中学校 少人数学級編制 49人 196,515

合 計 200人 665,250

医師を志す高校生
支援事業費

22,461 医学部医学科への入学者増加を目的として、
県内３つの拠点校が中心となり、医学科進学を
目指す高校生の実力養成と教員の指導力向上等
を図るための学習プログラム等を実施するのに
要する経費

高校生による震災
復興サポート事業
費 （新規）
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

5,055 高校生の絆やつながりを大切にする意識と、
自ら考え主体的に行動する意識の涵養を図るた
め、高校生による震災復興支援や被災者との交
流活動を行うのに要する経費

特別支援学校生徒
の夢や志を支援す
る就労促進事業費

48,614 特別支援学校高等部卒業生等の企業就労に向
けた職業スキル等を育成するため、県内３地区
に県教育庁障害者就労促進センターを設置し、
任期付雇用による就労機会の提供や育成プログ
ラムの開発等を行うとともに、障害者雇用の理
解啓発を図るのに要する経費

高校生の就職総合
支援プロジェクト
事業費

36,542 高校生の就職支援を強力に推進するため、職
業人として必要となる能力の向上と就職に有利
な資格取得に向けた研修等を実施するのに要す
る経費

あおもりグローバ
ルスチューデント
育成事業費

12,319 高校生の郷土に対する深い理解を基礎とした
豊かな語学力や主体性等を育み、国際社会で活
躍できる人材の育成を図るため、国内外で活動
する企業・大学訪問等による意識啓発や県内及
び国外での体験型学習を通じた実践力育成プロ
グラムの開発を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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スーパーグローバ

ルハイスクール支

援事業費

8,000 語学力とともに幅広い教養、問題解決能力等

の国際的素養を身に付け、国際的に活躍できる

人材を高等学校段階から育成するため、指定校

において課題研究等を行うのに要する経費

郷土を愛する心を

育てる学校教育支

援事業費

11,390 小・中学生の郷土に対する理解を深め、将来

の夢や志の実現に向けて挑戦する心を育む体験

型学習を推進するため、市町村教育委員会と連

携して中学校区単位での実践研究等を行うのに

要する経費

高校生農力開花プ

ロジェクト事業費

7,487 将来の本県農業及び地域の農業関連産業を支

える人材の育成を図るため、県立五所川原農林

高校においてＧＡＰ及び６次産業化をテーマと

した農業経営教育等に取り組むとともに、県立

三本木農業高校において地域資源を活用した課

題解決型学習等を行うのに要する経費

農工融合による水

耕栽培普及チャレ

ンジ事業費

6,175 本県での就農やものづくりに対する意識の高

揚と人材の育成を図るため、県立名久井農業高

校において、農工融合による水耕栽培設備の低

コスト化や機能性野菜の普及等に取り組むのに

要する経費

新しい時代を主体

的に切り拓く小・

中学生育成支援事

業費 （新規）

18,796 小・中学校における主体的・対話的で深い学

びの視点に基づく授業改善や次期学習指導要領

に応じた授業づくりのため、研究指定校による

実践研究を実施するとともに、公開授業を含む

フォーラム、将来中核となる教員を対象とした

研修及び学力向上支援資料の作成を行うのに要

する経費

深い学びにより主

体的に未来を切り

拓く高校生育成事

業費 （新規）

14,808 高等学校における深い学びの視点に基づく探

究型学習の推進を図るため、研究協議会を設置

するとともに、研究指定校による実践研究の実

施、研究成果発表会の開催及び大学や企業と連

携した体験学習を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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小・中学生英語力

向上推進事業費

（新規）

8,339 小学校における外国語の教科導入等への体制

整備及び中学生の英語力と英語担当教員の指導

力の向上を図るため、小学校英語教育に係る実

践研究を実施するとともに、英語担当教員を対

象とした研修及び中学生を対象としたイングリッ

シュキャンプを開催するのに要する経費

高校と県内企業の

連携ネットワーク

強化事業費（新規）

4,858 高校卒業生の県内定着を図るため、高校と県

内企業のネットワーク強化と理解促進のための

相互訪問及び就職後の将来像を助言する企業人

アドバイザーの派遣を実施するのに要する経費

地域を支えるモノ

づくり・人づくり

プロジェクト事業

費 （新規）

11,100 工業高校卒業生の県内定着を図るため、工業

高校と関係機関のネットワークを構築するとと

もに、地域企業や大学と連携した地域課題解決

学習等を通じて地域産業を支える人材育成を行

うのに要する経費

地域産業と学校の

連携による地域人

財育成事業費

3,982 学校及び地域でのキャリア教育の一層の充実

を図るため、ネットワークの強化に向けた連携

会議や教育支援見本市等を実施するとともに、

学校と地域の企業等が連携・協働して子どもた

ちを育成する気運醸成のためのフォーラムを開

催するのに要する経費

農山漁村でとこと

ん「学び・交流・

体験」事業費

5,346 農山漁村における地域コミュニティの活性化

を図るため、土曜日の学習活動へ学生サポーター

を派遣する体制を構築するとともに、県内他地

域や道南地域との交流を通じて児童生徒の郷土

に対する理解や愛着を深めるための農山漁村体

験留学を実施するのに要する経費

あおもりの未来を

変える０歳からの

家庭教育応援事業

費

2,236 乳幼児期からの家庭教育支援を推進するため、

市町村の子育て施策への反映等に向けて家庭教

育支援方策を調査・研究するとともに、祖父母

向け研修会等を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―112―



未来を変える子ど

も健康づくり事業

費

7,388 本県の肥満傾向児出現率の低下や子どもの運

動量の確保と運動の習慣化を図るため、小学校

等において健康や体力向上の改善プログラムを

作成・実践するとともに、個別健康管理プログ

ラムを活用した生活習慣の改善や歯科保健指導

のための実践研究等を実施するのに要する経費

あおもりの未来を

支えるスポーツ人

財育成事業費

16,705 若手指導者の育成・資質向上のため、中央競

技団体主催研修への派遣や国内トップレベルの

指導者招聘による各競技団体の選手育成体制の

強化に対して支援するとともに、将来、国民体

育大会等で活躍できるアスリートの育成を図る

ため、ジュニア選手の発掘・育成を行うのに要

する経費

◦コーチスキルアップ事業費補助 13,192

補助金交付先 （公財）県体育協会

補 助 率 定額

◦県推進事業費 3,513

スポーツでいきい

き！生涯健康力アッ

プ事業費（新規）

7,643 女性や中高年齢者以上の年代を中心に、スポー

ツに親しみを持ってもらい、運動習慣の定着を

図るため、年齢・体力・運動能力に応じた運動

メニューの企画・提案を行うとともに、スポー

ツ・健康教室及びスポーツと健康に関するシン

ポジウムを開催するのに要する経費

第80回国民体育大

会対策費

7,516,545

⑴ 国民体育大

会開催準備事

業費

9,275 平成37年の第80回国民体育大会の本県開催に

向けた準備を円滑に進めるため、先催県からの

情報収集、会場地選定のための調査・調整及び

委員会の設置・運営等に要する経費

◦第80回国民体育大会県準備委員会負担金

8,736

◦県推進事業費 539

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 競技力強化
戦略検討事業
費 （新規）

7,270 国民体育大会の本県開催を見据えた総合的・

戦略的な選手強化策について検討を行うための

委員会の設置・運営等に要する経費

⑶ 国民体育大

会開催基金積

立金（新規）

7,500,000 国民体育大会の開催及び開催準備並びに競技

力向上を図る事業を実施するための基金の造成

に要する経費

新青森県総合運動

公園水泳場基本計

画策定事業費

（新規）

15,848 老朽化が著しい青森県総合運動公園水泳場の

新青森県総合運動公園への移転整備に係る基本

計画を策定するのに要する経費

高校生文化財魅力

発信事業費（新規）

3,193 地域の文化財の価値を再認識し、保護意識の

醸成及び地域と一体となった魅力発信を図るた

め、高校生が地域の文化財の調査研究を行うと

ともに、研究成果や観光資源としての活用方法

を紹介する発表会を開催するのに要する経費

縄文時遊館増築事

業費

（三内丸山遺跡保

存・活用基金活用

事業）

2,296,030 「北海道・北東北の縄文遺跡群」の情報発信

を強化するとともに、老朽化している三内丸山

遺跡展示室の展示、収蔵及び整理作業機能の充

実確保を図るための縄文時遊館増築等に要する

経費

整 備 内 容 収蔵庫、企画展示室、整理

作業室等

全 体 計 画 平成28年度～29年度

増 築 面 積 3,049.62㎡

全体事業費 3,010,078

三内丸山遺跡魅力

づくり検討事業費

12,342 三内丸山遺跡の更なる魅力づくりに資するた

め、管理運営のあり方等を検討するのに要する

経費

県立高等学校将来

構想検討事業費

7,978 県立高等学校教育改革推進計画第１期実施計

画の策定に当たり、県内６地区において地域の

意見を確認するための地区懇談会の開催等に要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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奨学のための給付
金事業費

520,860 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減
するため、県立高校等の生徒に対し奨学のため
の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収250万円未満程度の世帯
給 付 額
生活保護受給世帯

32,300円（通信制32,300円）
第１子の高校生等がいる世帯

75,800円（通信制36,500円）
23歳未満の扶養されている兄・姉がいる
世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

129,700円（通信制36,500円）

県立学校大規模改
修費

1,556,200 県立学校施設の大規模改修に要する経費
高 等 学 校 24校
特別支援学校 ９校

県立学校長寿命化･
重点改良事業費

246,525 老朽化が進行している県立学校施設の長寿命
化に向けた改修等に要する経費

高 等 学 校 14校
特別支援学校 ５校

県立学校校舎等建
築調査設計費

36,331 農業高校 ４校 （実習施設基本調査）
工業高校 ６校 （実習施設基本調査）
水産高校 １校 （実習施設基本調査）
八戸高等支援学校 （旧八戸南高校体育

館解体）

県立学校校舎等建
築費

919,475 五所川原工業高校 （旧校舎解体等）
八戸西高校 （柔剣道場改築）
弘前第一養護学校高等部 （岩木高校校舎等利

活用改修）

東青地域県
民局

東青地域果樹の楽
園づくり推進事業
費

1,257 （再掲）

「津軽海峡本まぐ
ろ」の品質見える
化事業費

1,186 「津軽海峡本まぐろ」のブランド力向上を図
るため、非破壊型品質測定器を使った品質調査
方法等のマニュアルを作成するとともに、調査
結果等の情報発信を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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東青・道南地域連
携型観光推進事業
費

2,714 （再掲）

東青地域観光資源
ＰＲ事業費（新規）

2,960 個人旅行客を対象に東青地域への誘客を図る
ため、新たな観光素材の発掘及び情報発信を行
うとともに、風景や食等の観光資源をつなぐモ
デルルートの構築を行うのに要する経費

東青地域冬季観光
育成事業費（新規）

2,029 東青地域における冬季観光の推進を図るため、
冬季体験メニューを造成するとともに、旅行関
係者等の招請による情報発信を行うのに要する
経費

中南地域県
民局

中南地域創生・若
者定着チャレンジ
事業費 （新規）

5,082 中南地域の人口減少克服に向けた社会減・自
然減対策を推進するため、地域の工業高校の生
徒等と地元企業との理解促進を目的とした意見
交換会を実施するとともに、市町村の移住・婚
活事業における広域連携に向けた取組みを支援
するのに要する経費

がん予防のための
中南地域健やか力
向上事業費（新規）

3,240 （再掲）

魅力を伝え価値を
高める「津軽の手
仕事」振興事業費

4,667 津軽の伝統工芸品産業の活性化と生業づくり
のため、伝統工芸品の認知度向上等を目的とし
たプロモーション活動を展開するとともに、首
都圏での新たな販路開拓に向けた産地問屋機能
のモデルを検証するのに要する経費

中南地域ものづく
り企業等「人･技･
体」強化事業費

（新規）

2,650 中南地域のものづくり企業等における若手人
材の育成・定着と生産性の向上を図るため、マ
ネジメント能力を養成するセミナーを開催する
とともに、生産性向上に取り組む企業のネット
ワークづくり等を行うのに要する経費

中南地域「農のふ
れカフェ」推進事
業費 （新規）

2,082 中南地域における農家所得の向上や農業・農
村の魅力向上のため、セミナー等により農園等
における体験型カフェ（農のふれカフェ）に取
り組む農家を育成するとともに、認知度向上の
ためのＰＲを行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「つがるのミニト
マト」生産拡大推
進事業費

2,271 複合経営による生産者の所得向上を図るため、
ミニトマトの産地化・ブランド化に向けた連絡
協議会を開催するとともに、新規栽培者へのフォ
ローアップとアドバイザーの育成、品種ごとの
栽培技術の確立等を行うのに要する経費

市場ニーズ拡大に
対応した中南地域
高品質もも生産推
進事業費

1,216 中南地域におけるもも生産体制の強化を図る
ため、市場ニーズに対応した新たな栽培品種の
導入や、生産拡大に対応した集出荷体制の構築
に要する経費

中南発「もったい
ない！」木材生産
モデル事業費

2,088 中南地域における未利用間伐材等の低質材の
利用促進を図るため、実行委員会を組織し、モ
デル林を設置するとともに、低質材販売のため
の木材フリーステーションを企画・開催するの
に要する経費

中南地域着地型観
光魅力発信事業費

4,649 中南地域における着地型観光を推進するため、
豊かな自然環境を活かした観光コンテンツや中
南地域全体の街歩き観光メニューの充実と情報
発信を行うのに要する経費

三八地域県
民局

三八地域まちある
き・地域づくり団
体交流ステップアッ
プ事業費（新規）

3,182 三八地域の広域的な地域づくり活動を促進す
るため、まちあるき団体の広域的な連携に向け
た県内他地域のまちあるき団体との意見交換会、
地域づくり団体同士のネットワーク化に向けた
地域づくり交流会を開催するのに要する経費

地域ぐるみによる
三八地域ものづく
り産業人財育成事
業費

4,376 三八地域のものづくり産業の活性化と人材の
定着を図るため、地域の学生等を対象に、もの
づくり企業の理解促進を目的とした企業見学会
を実施するとともに、企業と学生等による企業
のプロモーションツール制作を通じた人材育成
を行うのに要する経費

三八地域産学出会
い創出実証事業費

5,270 三八地域の大学等の研究と企業の技術を結び
つけることにより産業活性化を図るため、産学
の出会いを創出する場とコーディネーターの設
置に対して支援するとともに、産学連携効果を
検証するための会議を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦三八地域産学出会い創出実証事業費補助

5,000

補助金交付先 産学出会いの場を設置

する団体

補 助 率 定額

◦県推進事業費 270

八戸平原地域アス

パラガス産地化推

進事業費

831 八戸平原地域のかんがい施設を活用し、農業

収入の安定確保を図るため、アスパラガスの立

茎栽培による産地化に向けた推進体制づくりや

栽培技術の確立に要する経費

ジュノハートを核

とした「さくらん

ぼの里」活性化事

業費

2,145 おうとう新品種「ジュノハート」の産地化を

図るため、計画的な改植に向けた指導を行うと

ともに、生産者に対し栽培技術向上のための研

修会を開催するのに要する経費

三八酪農生産基盤

強化事業費

1,093 地域の酪農存続に向けた協業・法人化の計画

策定やコスト削減の取組みを推進するため、酪

農関係者を対象とした各種研修会の開催等に要

する経費

三八森林資源活用

推進プロジェクト

事業費 （新規）

2,493 三八地域における森林整備の推進と林業のイ

メージアップを図るため、森林所有者が自ら間

伐等を実施する体制を構築するとともに、林業

の魅力を発信する林業女子会等の応援隊結成に

向けたワークショップ等を行うのに要する経費

山火事予防対策充

実強化事業費

668 三八地域において広域化している不審火によ

る林野火災から森林を守るため、関係機関と連

携した夜間パトロール員の配置等による不審火

監視体制を強化するのに要する経費

冬の美食「北浜ほっ

き貝」生産力レベ

ルアップ事業費

（新規）

1,800 北浜海域の特産水産物である「北浜ほっき貝」

の資源維持と産地間競争力向上のため、資源量

調査を実施し、漁獲管理手法を検討するととも

に、品質向上、販売方法に関する研修会等を行

うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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三八地域がっちり
稼ぐ広域観光事業
費

4,240 （再掲）

三八地域一体型広
域観光情報発信事
業費 （新規）
（東北観光復興対
策交付金活用事業）

5,846 三八地域の広域観光振興の推進を図るため、
観光フォーラムの開催、パンフレット等の活用
による情報発信、外国人観光客の誘客に向けた
インフルエンサー（影響力のある推薦者）等を
活用したＰＲを実施するのに要する経費

三八地域未利用熱
エネルギー活用推
進事業費

1,800 三八地域の工場等から排出される未利用熱エ
ネルギーの有効活用を促すため、地域に適した
導入方策を検討する研究会や地元企業等の気運
を醸成するためのフォーラムを開催するのに要
する経費

西北地域県
民局

西北地域移住マー
ケティング支援事
業費 （新規）

2,700 西北地域の広域的な移住施策を推進するため、
移住マーケティング会議を開催するとともに移
住セールスシートを作成するのに要する経費

「西北の米」競争
力強化事業費

（新規）

2,935 業務用仕向けとなる米の生産が多い西北地域
において、業務用米としての新たな需要獲得の
ため、認証ＧＡＰ取得などに取り組む生産者を
育成するとともに、収益性向上のための低コス
ト生産技術の実証等を行うのに要する経費

大学生が魅力を感
じるグリーン･ツー
リズム普及拡大事
業費 （新規）

2,175 西北地域におけるグリーン・ツーリズムの取
組拡大のため、大学生等をターゲットにした旅
行商品の開発、グリーン・ツーリズム実践者の
育成等を行うのに要する経費

水田を活用した加
工・業務用野菜の
産地化推進事業費

（新規）

4,708 広大な水田を有する西北地域において、労働
生産性の高い加工・業務用野菜の導入による経
営複合化を推進するため、加工・業務用野菜の
生産モデルの検討、省力栽培体系の実証等を行
うのに要する経費

西北の大粒系ぶど
う産地育成事業費

1,456 稲作地帯における大粒系ぶどうの産地育成を
図るため、生産・販売戦略を検討するとともに、
産地育成に向けた研修会、栽培技術の早期普及
に向けたモデルの実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「西海岸の魚」魅
力アップ推進事業
費

2,530 地域関係者と連携して観光客向けの水産物販
売を展開するため、「西海岸の魚」の販売促進
戦略を策定するとともに、品質向上に向けた技
術研修会や配送試験による流通体制の検証等を
実施するのに要する経費

津軽半島北部エリ
ア誘客促進事業費

6,000 （再掲）

西北地域インバウ
ンド気運醸成事業
費 （新規）
（東北観光復興対
策交付金活用事業）

2,269 西北地域において外国人観光客の誘客を促進
するため、観光事業者等で構成する推進会議の
設置・運営、受入事例集の作成、観光コンテン
ツの課題整理等を行うのに要する経費

「太宰治生誕110
年」に向けた支援
事業費 （新規）

7,957 太宰治ゆかりの観光コンテンツの魅力向上を
図るため、イベントの開催や映像の制作等によ
る「太宰ミュージアム」のリニューアル支援、
フォーラムの開催、ウェブサイトを活用した情
報発信等を実施するのに要する経費

上北地域県
民局

上北エリア移住促
進支援事業費

（新規）

3,717 上北地域の広域的な移住施策を推進するため、
市町村の連携促進に向けた研究会やマーケティ
ング調査を実施するとともに、セールスブック
の作成等による情報発信を行うのに要する経費

明日を生きる力アッ
プ推進事業費

2,276 （再掲）

農工連携による上
北地域バイオエネ
ルギー導入支援事
業費

4,042 バイオマス資源に恵まれた上北地域において
バイオマスエネルギーの導入を促進するため、
事業化に向けた研修会を開催するとともに、地
域での導入を円滑に進めるためのガイドブック
を作成するのに要する経費

かみきた女性らく

楽農作業サポート

事業費 （新規）

2,672 野菜農家の軽労働化と農繁期の労働力確保を

図るため、女性農業者を対象とした農作業環境

の実態調査、補助作業着の作業性の検証、大学

生等を活用した農業サポートモデルの実証等を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―120―



上北の地元に愛さ
れる「まっしぐら」
応援事業費

3,807 （再掲）

上北型飼料用稲の
省力栽培拡大事業
費

1,004 飼料用稲の作付拡大及び良質で安価な飼料生
産を促進するため、市町村や農協等と連携し、
普及拡大推進体制を構築するとともに、地域に
適した省力・低コスト栽培技術を確立するのに
要する経費

野辺地葉つきこか
ぶ産地力向上推進
事業費

1,101 「野辺地葉つきこかぶ」の産地拡大を図るた
め、夏季の高品質・安定生産技術の確立や新規
作付者等の確保・育成を行うとともに、新たな
販路拡大の取組みを支援するのに要する経費
◦野辺地葉つきこかぶ産地力向上推進事業費
補助 132
補助金交付先 ゆうき青森農業協同組

合こかぶ部会
補 助 率 １

３
◦県推進事業費 969

上北地域酪農主産
地再興事業費

2,201 上北地域における酪農生産基盤の強化を図る
ため、農家の集約化及び新たな生産体系確立を
検討するとともに、モデル地域における集約化
の基本計画策定を支援するのに要する経費
◦上北地域酪農主産地再興事業費補助 953

補助金交付先 ゆうき青森農業協同組
合

補 助 率 １
３

◦県推進事業費 1,248

経営力アップによ
る上北肉用子牛生
産基盤強化支援事
業費 （新規）

3,533 上北地域の肉用子牛の生産基盤を強化するた
め、繁殖農家等の経営力向上に向けた勉強会、
肉用子牛の早期出荷の実証、増頭経営モデルの
策定と実践支援等を行うのに要する経費

地域の力で守り育
てる海岸防災林整
備活動支援事業費
（東日本大震災復
興推進基金活用事
業）

2,543 上北地域の海岸防災林の再生・保全を図るた
め、地域住民等との協働による活動体制を整備
するとともに、海岸防災林の役割等を普及する
ための復興植樹祭等を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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十和田湖奥入瀬自
然・歴史魅力発信
広域連携事業費

6,626 十和田湖周辺地域の活性化と誘客促進を図る
ため、豊かな自然・歴史文化を活用した滞在型
のモニターツアーや環境教育旅行のルート開発
等を実施するのに要する経費

上北アクティビティ･
ブラッシュアップ
事業費

2,540 （再掲）

下北地域県
民局

下北まちづくりプ
レーヤーレベルアッ
プ事業費

2,280 地域づくりを担う若い世代の発掘・育成を図
るためのワークショップ、地域の若手人材によ
るまちづくり講座、フォーラム等の開催に要す
る経費

下北地域健康なま
ちづくり事業費

4,326 健康的な生活習慣の定着を図るため、下北地
域が一体となった健康づくり対策を推進するの
に要する経費

⑴ めざせ！下
北ＭＵＥＮ（無
煙）タウン事
業費

2,244 下北地域の受動喫煙防止対策を推進するため、
独自の特別認証施設制度の運用を図るとともに、
飲食店等を対象とした研修会の開催等を行うの
に要する経費

⑵ 下北自転車
ロード活用促
進事業費

2,082 既存公共土木施設を活用した自転車利用によ
る健康増進を図るため、地元関係者等によるワー
クショップを開催するとともに、利用に適した
フィールド等を紹介するパンフレット等を作成
するのに要する経費

下北地域産直活性
化プロデュース事
業費 （新規）

1,978 異業種との連携などによる下北地域の産地直
売所の活性化を図るため、産直活性化プロデュー
ス会議や「下北マルシェ」の開催等により異業
種連携を促進するとともに、産地直売所の魅力
向上に向けた研修会等を行うのに要する経費

地域飼料資源活用
による下北畜産再
興事業費

846 地域飼料資源の活用により下北地域の畜産再

興を図るため、良質な草づくりのための土づく

り勉強会を開催するとともに、公共牧場を活用

した日本短角牛の生産を推進するのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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下北地域魅力ある
漁業づくり推進事
業費

9,108 下北地域の漁業経営の安定を図るため、地域
特産水産物の持続可能な生産に向けた資源管理
技術を確立するとともに、産地間競争力の向上
に向けた産地優位性の調査や品質保持技術の開
発等を行うのに要する経費

下北建設産業担い
手確保プロデュー
ス事業費（新規）

1,779 下北地域において若年層の建設産業への入職
を図るため、下北地域の小・中学生等を対象と
した建設現場見学会、高校生を対象とした建設
産業従事者との意見交換会等を開催するのに要
する経費

台湾を主軸とした
下北インバウンド
促進事業費

3,700 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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